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高知大学学術研究報告　第j38巻(1989年）
　本論の課題は,「資本制経済が価格機能の作用
により不均衡を解消Ｕ順調に発展しうるか」と
いうことである。この問題については，Ａ.スミ
スの「見えざる于」の指摘以来，賛成論，反対
論ともに多くの議論がされているが未だ決着が
ついていない。価格調整機能の有効既に関して
現実的に最も重要な意味を持つのは丿貨幣賃金
率の変化による失業解消の可能性の問題」であ
る。この問題に関して，［価格機能の作用により
失業は解消し，経済は調和的に発展しうる］と
主張する議論がある。この主張の典型的な体系
は，一般均衡論のフレームワークで議論される
ことが多い。ここではまず，この議論について
考えよう。
　経済主体を生産主体である企業と，消費主体
である家計に分類する。企業は，
s . t
max
Ｘ＝Ａ'ＮＩ)ＫＩ-゛，０＜ｂ＜１
π＝ｐｘ－ｗＮ
　Ｃ.yニノ鶏犬（π十号ﾌﾟＴ）／ｐ
　Ｔ＝くＬ＼＝Ｔこづ1－ａ）（π十ｗＴ）ノｗ
となるＥところで√両主体の予算制約式(1),
（2）＼か巾ら:，…………:::にニ
　ｐ（ＣこＸ）十万｛Ｎ－（Ｔ－Ｌ）｝＝Ｏ　（３）
が成立する。犬したがづて√生産物市場で需給が
一致すれば，必ず労働市場でも需給が一致する
ことが分かる。そこで生産物市場の超過需要は
　Ｃ－χ
　＝｛（ａ－１）一律ｂ｝ＡＫ（ｐ／ｗ）５／（１-５）
　十分／ｐ ・ａ………Ｔ･　　犬し
となり, a<lより生産物の超過需要は価格ｐの
減少関数である√ﾉしたがって，生産物市場での
価格調整を　　＼……
　ｐ＝Ｃ－χ
と考えると，体系は安定的になり，生産物の超
過需要は解消される傾向を持つ。また生産物の
（1）犬超過需要がゼ牡のとき, (3)式から労働市場で
　　　　は失業は存在しない。
　Ｘ：生産物　Ｎ：労働需要
　Ｋ：生産設備で所与　π：利潤
　ｐ：生産物価格　ｗ：貨幣賃金率＼
という計画をたて，生産物の供給関数と労働の
需要関数はそれぞれ，
　χ＝=ＡＫ（ｐ／ｗ）６／（１-ｔ））
　Ｎ＝ｂＡＫ（ｐ／ｗ）１／（１=５）
　但し，Ａ＝（Ａ’ｂ）１／（１４）
となる。他方，家計は，賃金所得以外に企業の
得た利潤を移転所得として受け取り，
s . t
max
π十ｗＴ＝ｐＣ十wL
　Ｕニ＝ＢＣ“Ｌ１-≒。Ｏ＜ａく１
②
　Ｃ：消費需要　Ｔ：生活時間で所与
　Ｌ：余暇時間　Ｕ：主観的効用
なる計画をたてる。これより，生産物の消費需
要と労働供給Ｔ－Ｌはそれぞれ，
　以上のモデ歩が，経済が価格メカニズムの作
用によｿり順調こに運行すると……しiう説の根拠となっ
ているレこのモデルの問題点としては以下の三
つがある。　　　　　　　　ト
　(Å)＼ご1めモデルでは貨幣/の保有を考慮してい
　　　ないので√生産物の超過需要額と労働の
　　超過需要額の和は常にゼロになり，両市
　　大場と卦に超過供給が存在することはあり
　　　えない丿しかし，われわれの住む経済は
　　レヤデまで]もﾉなく貨幣経済であり，全ての
　　　交換は貨=幣を媒介として行われ，貨幣の
　　　保有無ぐしては考えられない。
　(Ｂ)……万=こ=jのギデ=ルでは企業]のあげた利潤はすべ
　　　て家計に移転し，毎期の生産物はすべて
家計によって消費さ万れるから，貯蓄は存
：在ぜず資本蓄積は行われないレしかし資
　本主義経済では，企業は利潤を目的とし
て生産活動こを行い，利潤が存在しない場
ケイン
　　合には生産はゼロである。また非生産的
　　消費または企業の追加的生産財の投入が
　　無いかぎり，利潤は存在しえない。（一時
　　的には，企業が期待利潤があると考える
　　ことはありえるが，客観的に市場で利潤
　　が存在しないときに，このような期待は
　　長続きしない。）
（Ｃ）現実の経済活動は，時間を通じた計画に
　　よってなされる。つまり，経済主体は今
　　期だけの市場の状況だけを情報源として
　　行動するのではなく，将来の自らの経済
　　状態をも考慮して今期の行動計画をたて
　　る。このモデルではこの点が考慮されて
　　いない。
　以上の問題点を部分的ではあるが克服し，経
済体系の安定性および失業の問題について分析
を行ったのはKeynesである。Keynesは,「価格
メカニズムの作用によって常に完全雇用が実現
するとは限らず，失業を残七たままの均衡が存
在する」と主張した。本論ではまず第一部で，
このKeynesの分析が一般均衡論的に如何に解
釈できるかを検討する。これにより価格メカニ
ズムが十分に作用しても，失業が存在する原因
が何であるかを考察する。
　しかしKeynesの分析は一時的均衡を扱って
いる点では，通常の一般均衡論とまったくおな
じである。ところで，われわれが目的とするも
のは一時的均衡の安定性ではなくて，一時的均
衡において与件として扱われた経済量（資本設
備，嗜好など）が，経済体系の内生変数として
時間を通じて変化する，と考えたモデルの安定
性分析である。またこの体系において，貨幣賃
金率の変化が時間を通じて失業を解消する働き
をするかである。また資本主義にとって成長は
常態であるが，一般均衡論による分析では成長
についての考察も十分になされていない。資本
蓄積が経済に与える影響を十分に考慮し，成長
を明示的に取り入れて通時的体系を打ち立てた
のがHarrodである。そこで第二部ではHar-
ｒodの不安定性論を紹介し,=その問題点を指摘
して修正を試みる。さらにHarrodの不安定性
と不安定性（越智） ３
原理を緩和する要因を
　［1］不安定性の累積度を小さくする要因
　［2］初期の不均衡を収束させる要因
　［3］一方的発散過程を反転させる要因
三つに分類し，それぞれを考慮した場合の経済
の運行について考察する。こうして経済の発展
は必ずしも順調ではなく，不安定性をはらみっ
つ一方的な発展するが，それはやがて反転する
という景気循環の運動を行う可能性を検討す
る。
　　　　(注)
(＊)本論は, 1988年12月神戸大学経済学部に課
　　程博士論文として提出したものです。作成に
　　あたり，神戸大学経済学部の置塩信雄教授よ
　　り終始変わらぬ暖かいご指導を賜わりまし
　　た。本論の一部分(第二部第三章第二節)は，
　　神戸大学経済経営研究所の下村耕嗣助教授
　　との共同研究に基づいています。また神戸大
　学経済学部の足立英之教授，中谷武助教授，
　　萩原泰治講師,松山大学経済学部の二神孝一
　　助教授には,本論の作成過程において多くの
　　有益なコメントをいただきました。記して感
　　謝します。もちろん，ありうべき誤りは筆者
　　に帰せられます。
４ 高知大学学術研究報告　第38巻(1989年）社会科学
　　　　　　　　　　　　　　　ト　　　　依然と七/で超過供給が存在すｿる。よって、貨幣
第一部　ケインズ理論と一般均衡論　賃金率か谷定の場合には失業は解消しない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　この事実を持って､｡Keynesが｢貨幣賃金率の
第一章　Keynesの雇用理論
　　今世紀初頭の経済恐慌において大量失業の
　問題が発生した。これにたいしてKeynesが
　「古典派」と呼んだ経済学は,「価格メカニズム
　が十分に作用するなら経済全体の均衡は常に
　達成される」と主張する。この説にしたがう
　と，もし生産要素の一つである労働に不完全
　雇用があれば，その原因は価格メカニズムの
　作用を阻害する要因に求められることにな
　る。具体的には,貨幣賃金率の低下を阻止しよ
　うとする労働組合の活動などがあげられてい
　る。Keynesは，「一般理論」においてこの主
　張に対する反対論を展開した。
　　Keynesは「一般理論」の大部分において，
　貨幣賃金率一定のもとで雇用決定を論じてい
　る。たとえば次のような体系である。
　　ｓＹ（面／ｐ）＝Ｉ（ｒ）
　　　　　　　　（生産物の需給一致）
　　Ｍ＝ｋ（ｒ）ｐＹ（面／ｐ）
　　　　　　　　（貨幣残高の需給一致）
　　Ｎ（1（面／ｐ）＜Ｎｓ（面／ｐ）
　　　　犬　　（労働の超過供給）
　　Ｙ：総生産　Ｙ’＜０
　　ｓ：貯蓄率
　　Ｉ：新投資　r<o
　　Ｍ：貨幣発行量で一定
　　ｋ：マーシャルのｋ　k'<0
　　Ｎ（１：労働需要量　Ｎ“’＜０
　　Ｎｓ：労働供給量　Ｎｓ’＞０
　　ｗ：貨幣賃金率にこでは一定田）
　　ｐ：生産物価格　　　　犬
　　ｒ：利子率
ここで経済に失業が存在したとしよう。 貨幣賃
金率ｗは一定であるから，生産物，労働，貨幣
残高の全てについて需給が一致するような生産
物価格ｐと利子率ｒは存在せず，労働市場には
硬直性か失粟の原因である１ﾉと考えたという説
がある。七かしごの説は以下の三つの理由から
明らかに誤りであ/るﾚ。まず第一に，もしこの説
が正しい………とする七,……jで貨･幣賃金率を一定にとどめ
る要因が取り除かれ，貨幣賃金率が伸縮的に変
化すると失業が解消されることになる。これは
Keynesが徹底的/に批判した古典派の主張と全
く同じであり, Keynesが批判の対象と同じ説
を主張したとは考えられない。次にKeynesは
｢一般理論｣ﾚの第二章でレ貨幣賃金率の変化にと
もなう雇用量の変化を考察している。さらに第
十九章で，貨幣賃金率が伸縮的に変化するとき
の失業解消jの可能性を詳しく分析し，それに対
して否定的な見解を述べている。確かに
Keynesし牒｢ア般理論｣の大部分で，貨幣賃金率
の硬直性を仮定しで議論を展開している。しか
し以上の理由から√Keynesは失業の原因が貨
幣賃金率の硬直性にあるとは考えていない。そ
れどころか………｢･資本=･主義経済では常に完全雇用が
実現するとはかぎらず，たとえ価格メカニズム
が十分に作用したと〉しても，j失業は解消されな
い。」と主張しているﾚのであるふこれを示すのが
本章の目的である．ﾚまず「一般理論」の第二章
によづて√Keynesｹの考えか労働供給関数と非
自発的失業の定義=や紹介する．さらに第十九章
によって，貨幣賃金率の変化に関するKeynes
の分析を紹介する⊇ｊｊ｡････　　．･．　　　　．．・
　第一節十「非自発的失業」について　犬
　Keynesの雇用決定理論を分析するために
は，「非自発的失業卜とは何てTあるか考察するこ
どが不可ﾑ欠であ……万=万る.万一･IIJ･.そ＼こ寸本節ではまず，
Keynesの考えた丁非自発的失業」の定義を明ら
かにしよ･う．そのっときヒントになるのは，
[Keynesﾄの労働市場の超過需要関数臨今期の
諸商品の価格についてＯ次同次関数ではない」
というＬむontiefの指摘である田．
　丁非自発的失架上に関する分析はKeynesの
ケインズ理論と
｢一般理論｣で行われた。Keynesは｢一般理論｣
の第二章｢古典派の公準｣において，古典派の
理論を　　　十ダ
　Ｎ(１＝Ｎ(１(ｗ／ｐ)古典派の第一公準し(１)
　Ｎｓ＝Ｎｓ(ｗ／ｐ)古典派の第二公準(2)‥
　Nc1＝Ｎに　　　　労働市場の需給一致(３)
　ｗ／ｐ：実質賃金率　　　　　　　万
と考えている。そして古典派の理論では非自発
的失業は存在しえず，非自発的失業を考察する
ために，古典派の第二公準を放棄すると述べて
いる(2)。そこで｢第二公準を放棄する｣とは如何
なる意味であろう？　これには次の二通りの解
釈が可能である。
　(ａ)労働者の主体的行動仮説に対する反論。
雇用量が労働市場の需給一致で決まることは認
めるが((3)式は成立)，労働供給が実質賃金率
だけの関数であることを否定し√(2)式の等号
が成立しないことを主張する。　　　　　／　犬
　(b卜労働市場での需給一致に対する反論。労
働供給が実質賃金率だけの関数であることは認
めるが((2)式は成立), (3)式の等号が成立し
ないことを主張する。たとえば労働供給が労働
需要を上回り，実際には労働需要分だけが雇用
されるとしよう。このどか｢現実の雇用量と現
行の実質賃金率は，労働供給関数上ではなく労
働者にとって最適な状態ではない｣という意味
で第二公準が成立しない。　六十
　多くの失業の分析では，生産物価格や貨幣賃
金率が市場の状況に十分に反応せず，労働市場
では需給の不一致が常態であるとする(b)の解
釈がとられている。しかし本章の目的は，価格
メカニズムの作用が失業を解消しうるか否かで
あるから，価格および貨幣賃金率の反応が不十
分であることを最初から前提することは不適切
であろう。よってここでは(ａ)の解釈をとり，
｢第二公準｣の放棄は労働者の主体的行動仮説に
対する反論であるとする。　　ト
　さらにKeynesは，短期的には労働供給は貨
幣賃金率の増加関数であるが，必ずしも実質賃
金率の増加関数ではないとしている(3)。労働供
(越智) ５
給に関する同様の想定は, Friedmanによって
次のように説明されている（4）。労働者にとって
問題となるのは特定の財で測った実質賃金率で
はなくて，賃金財一般で測ったものである。労
働者は賃余財一般の価格を正確に知りえないか
ら，今期の実質賃金率をもとにして今期の労働
供給を計画することは不可能であろう。したが
って今期の労働供給は，今期の実質賃金率では
なく，労働者が予想した生産物価格で算出した
予想実質質金率をもとにして計画すると考えう
泰。つまり労働供給は，現行の実質賃金率ｗ／
ｐの関数ではなく予想実質賃金率の関数
Ｎｓ＝Ｎｓ（ｗ／ｐｅ）　ｐｅ：予想価格ト
である。他方，企業は自らの生産物の価格に関
して十分な知識を持っている。また企業が関心
を持つのは，自らの生産物の価格で測った実質
賃金率であるから，労働需要については今期の
生産物価格で算出した実質賃金率が問題とな
る。 Keynesも労働需要については第一公準を
認めている（5）。したがって（ａ）の解釈では雇用
量Ｎは，古典派同様,/労働の需給一致で決まる
と考えられ
　Ｎ（１（ｗ／ｐ）＝Ｎｓ（ｗ／ｐｅ）＝Ｎ　　（４）
を満たすように決まる（6）。このように, Keynes
は貨幣賃金率が一定であると仮定したのではな
くて, (4)式のように労働の需要と供給が一致
す･るよケに，貨幣賃金率が伸縮的に変化すると
考えている。　　　　　　犬
　以上の解釈をもとにして寸非自発的失業」犬を
定義しよう。 Keynes自身の定義は√「賃金財の
価格が貨幣賃金に比してわずかに上昇した場合
に，現行の貨幣賃金で働こうと欲する総労働供
給と,その賃金における総労働需要とがともに，
現在の雇用量よりも大であるならば，人々は非
自発的に失業しているのである。」（（一般理論Ｊ
ｐユ5　以下,引用文献のページ数は邦訳による。
邦訳のない場合は，原文による。）である。この
定義を（4）の定式で如何に解釈Tごきるだろう
か？＼まず，現行の価格を与えると(1), (2),
（3）式より古典派理論による雇用量が決まる。
６これをNoとしよう。さくらに予想価格を与える十………4.に=;万
と, (4)式よケ丁第二公準｣しを放棄した理論に
よる雇用量が決まる。これをN1=∇とするノもちろj
んNoとN1は一般に異なるく値ﾉをとり＼，そ＼の大小=
関係は現行の価格とその予想値の大小関係に依j
存する/。いま，現行め価格が予想値を下回る＼と……=1°=
すると, NoはNI:を上回うている。そこで予想価
格一定のもとで，現行の価格がなんらかめ理由
で上昇したとしようノすると▽(4)式よ;り/現行の
実質賃金率は低下しで，労働需要檀価格が上昇
する以前の雇用水準を上回る6さくらに予想実質…………:論｣･
賃金率は逆に上昇して,＼労働供給も価格が上昇ノ……ﾉ乙……
する以前の雇用水準を上回る。したがらで，両
者の¬致で決まる雇用量N1＼は増加するのであ
る。以上めごとを図示しよう/。労働供給関数は。
　Ｎｓ（叩／p/）＝Ｎｓ（Ｗ／ｐ･/p／=ｐｅ）＼　･｡
と変形できるから，実質賃金率Ｗ／ｐと労働量
の平面で,＼労働需要関数と労働供給関数を描ぐ
ことができる。　　　　　犬　ト　　　　ニ
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生産物価格か今期の価
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];jﾚI:P-19り,yrＭ元]脳血命は，非
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ケインズ
(3) Keynes［10], p.8「いまさし当たり，労働
　者はより低い貨幣賃金では働こうと欲せず，
　そして貨幣賃金の現行水準の引下げは，スト
　ライキやその他の方法を通じて，現在雇用さ
　れている労働の労働市場からの撤退をもたら
　　す，と仮定七よう。果してこのことから，実質
　　賃金の現行水準が正確に労働の限界不効用を
　　示していることになるだろうか。必ずしもそ
　　うではない。なぜなら,現行貨幣賃金の引下げ
　　が労働の撤退をもたらすとしても，賃金財に
　　よって測られた現行貨幣賃金の価値の下落
　　が,賃金財の価格上昇によるものであるなら，
　　同じ結果をもたらすことにはならないからで
　ある。上　　　　　　　　　　　　　　　　　　　犬
(4) Friedman［1], P.15「労働者にとって，事
　態は別である。彼らにとって問題であるのは，
　彼らが生産する特定の財貨に対する賃金の購
　買力ではなくて，財二般に対する賃金の購買
　力である。労働者とその雇用者のいずれもが，
　彼らが生産する特定の財の価格の動きを知覚
　してそれに対する調整を行うよりも，物価一
　般の動きに対してははるかに緩慢に調整を行
　うのが普通である。といラのも,物価一般につ
　いての情報を入手するにはいっそうのコスト
　を要するからである。その結果,名目賃金の上
　昇は労働者にとって実質賃金の上昇と見なさ
　れるであろうから，労働供給の増加が生じる
　が,同時に，この名目賃金の上昇は雇用者から
　みれば実質賃金の下落と考えられるためj，仕
　事口の提供が増加する｡」　　　　　　し
(5) Keynes［10], p.l7「なぜなら，われわれ臨
　第一公準を従来と伺じように，古典派理論に
　おけるのと同じ留保条件のみをつけて支持す
　るからである。」　　　　　　　十
（6）ここでの労働供給関数と雇用量の決定は，
　置塩［19］による。
(7) Keynes［101。p.lO「もちろん,もしかりに
　現行の実質賃金が，それ以下ではどんな事情
　のもとでも，現在雇用されている以上に労働
　の提供が行われないような最低のものである
　ということが正しいとすれば，摩擦的失業は
　別として，非自発的失業は存在しないであろ
　う｡」
　　Keynes［10], p.27「前章において,われわ
　れは労働者の行動という点から完全雇用の定
　義を与えた｡それと二者択一的な基準は,結局
犬同じものであるが，いまわれわれの到達した
　　もの，すなわち総雇用が産出物に対する有効
　　需要の増加に対して非弾力的となっている状
　　態がそれである。」
と不安定性（越智） ７
　第二節　失業解消に関するKeynesの見解ト
前節では，労働供給関数と「非自発的失業」
の定義について考察した。本節ではこれらを用
いて，経済の全体系の中で現実の雇用量がどの
ように決まり，どれだけの失業が存在するかを
考えよう。貨幣賃金率は労働の需給が一致する
ように変化するから，経済全体の体系は今まで
の定式を用いるとｸﾞ
ｓ Ｙ （ｗ／ｐ）＝Ｉ（ｒ）
Ｍ＝ｋ（ｒ）ｐＹ（ｗ／ｐ）
Ｎ“（Ｗ／ｔ））＝Ｎｓ（ｗ／ｐｅ）
???? ??????
とかける(1)。予想価格t〕ｅは所与であるから，こ
の三式から生産物価格ｐ，貨幣賃金率ｗ，利子
率ｒがきまる。トここで現実の雇用量Ｎは
　Ｎ＝Ｎｊ＝Ｎｓ
である。この体系で，労働者による予想価格が
現実の生産物価格と一致する必然性はない。し
たがって，現実の今期の生産物価格が労働者の
予想を下回り，非自発的失業が存在する可能性
がある。こうして，たとえ貨幣賃金率が変化し
たとしても一般に（5）～（7）式の体系では，労
働者による予想価格が改訂されないかぎり，一
時的には「非自発的失業」が存在するのである。
そしてその量は,予想価格が実現した場合の「完
全雇用水準」と，現実の雇用量Ｎとのギャップ
で示される。　　　　　　‥
　以上の議論でたとえ貨幣賃金率が変化したと
しても，一時的にはイ非自発的失業」が存在す
ることがわかった。ではKeynes自身は,貨幣賃
金率の変化によって失業が解消する可能性につ
いてどのように考えていたのであろうか。
Keynesは，貨幣賃金率の変化が失業を解消す
る可能性について二段階の分析を行っている。
つまり貨幣賃金率が伸縮的に変化することによ
り。
［1］「消費性向」，丁資本の限界効率」，「利子
　　　率」が変化しない　ダ　　　　　し
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ケインズ理論と不安定性
生産物価格が一定であれば一時的に実質賃金率
が低下し，生産物の供給は増加するから生産物
市場は超過供給となり生産物価格は低下する。
しかし同時に新投資需要も減少するから，生産
物市場の超過供給は（8）式の場合よりも大きく
なる。したがって生産物価格は（8）式の場合よ
りも低下し，実質賃金率は貨幣賃金率が低下す
る以前よりも高い水準に落ち着く。つまり生産
物価格が貨幣賃金率以上の率で低下して，実質
賃金率Ｗ／ｐが高くなるのである。すると実質
賃金率の上昇に対して労働需要は低下するか
ら，現実の雇用量は減少し失業は拡大する。し
たがって貨幣賃金率が伸縮的に変化しても，失
業は解消されるどころか増加するのである（４）。
　次に, (B)の貨幣賃金率の低下が「流動性選好」
を通じて「利子率」に与える影響を考察しよう。
このとき経済体系は，利子率を考慮するから貨
幣当局による貨幣の発行量と民間部門による計
画貨幣保有残高の一致式を含めて，以下のよう
にかける６ニ
　ＳＹ（ｗ／ｐ）＝Ｉ（ｒ），　r<o
　Ｍ＝ｋ（ｒｌ）ｐＹ（Ｗ／ｐ），ｋ’＜Ｏ√Ｙ’＜Ｏ（
失業が存在して貨幣賃金率が低下したとしよ
う。一時的に利子率が一定であるとすると，新
投資需要は一定であるから，実質賃金率は変化
せず生産量も一定である。つまり生産物価格は
貨幣賃金率と同率で低下する。すると取引量一
定のもとで生産物価格が低下するから，民間部
門が取引動機として保有しようとする貨幣残高
は減少し，貨幣発行量一定のもとでは資金め余
剰が生じて利子率は低下するのである。これは
新投資需要を刺激するから，生産量は増加して
労働需要は増加し現実の雇用量が増加する。し
たがって，貨幣賃金率の下落が「流動性選好」
を通じて「利子率」に与える影響により，失業
が解消する可能性がある（5）。これが「Keynes効
果1と呼ばれるものである。
∧しかし/この効果が有効であるためには，以下
の二つのルートが作用しなければならない。
　（ｲ）実質の貨幣存在量（Ｍ／Ｗ）が増加する
９
　と利子率が低下
　(ロ)利子率が低下すると新投資が増加　∇
この二つのルートが遮断されるケースにはそれ
ぞれ次にようなものがある。(ｲ)のルートでは，
景気の停滞期で利子率が最低限度まで低下して
おり，たとえ貨幣賃金率の低下によって生産物
価格が低下しても，民間部門が保有しよﾉうとす
る貨幣残高を変化させない場合である。このと
きには実質の貨幣存在量(Ｍ／貧)が増加した
どしても，利子率は変化せず最低限度以下には
低下しなくなる。これが寸流動性の罠｣の状態
である。(ロ)のルートが作用七ないのは4景気の
停滞期で利子率がいくち低下しても,/長期期待
の状態が悪いから新投資を増加せず，投資が利
子率に対して非弾力的となる場合である(6)。以
上の二つのケヤスでは，たとえ貨幣賃金率が低
下したとしても，新投資需要が変化しえないか
ら実質賃金率‥は一定である。＼したがって，生産=
量は不変で労働需要は一定となり，他方労働供
給にも変化がないから失業は解消されない。
　以上より，貨幣賃金率が低下したときの失業
解消の可能性について, Keynesは次のように
考えている。ﾄ消費性向｣，T資本の限界効率｣，
｢利子率｣が変化しないときには，貨幣賃金率の
低下と同率で生産物価格が低下するから実質賃
金率は¬-定であり，失業は貨幣賃金率が低下す
る以前と同じ水準にとどまり解消されない。｢資
本の限界効率｣が変化するときには，貨幣賃金
率の低下に応じて今期の新投資需要が減少する
と，貨幣賃金率以上の率で生産物価格が低下す
るから実質賃金率は上昇し，失業は解消される
＼どころか逆に拡大する。貨幣賃金率の低下によ
って失業が解消する可能性は，｢流動性選好｣を
通じて丁利子率土に与える影響が最も有望であ
る。七かしこめ効果も丁流動性の罠｣の場合や，
投資が利子率に対して非弾力的な場合には失業
解消の可能性はなくなるのである。このように
Keynesは，貨幣賃金率の変化によって失業が
解消する可能性については悲観的な見解を持う
ていたのである(7)。
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▽厳密な研究にづいては√置塩[17],鷲田･置塩
　[26]<参照。　　ニ ／　十　　　………………
(4) Keynes[10=]ﾚ, p.261｢もセ貨幣賃金め引下げ
　十が将来の貨幣賃金に比しての引下げであるど
　　期待されるなら√変化は投資にとって有利と
　なるふなゼなら，すでに見たよう丿こ√それは資
　本の限界効率を高めるからである。他方,同じ
　理由によってそれは消費に対し七有利となる
　　であ=ろ＼う６これに対＼してj，も七引下げが将来さ.I
　　らに賃金が冊き下げられるというﾚ期待√さら
犬にはそのゆゆいい可能性さえ生むとすれば，
　トまさに逆の効果をもう/ことになるﾚ。なぜなら，
　＼それは資本の限界効率を低め投資と消費の双
　　方を延期さぜるからである｡｣六十
(5) Keynes[10]√p.263～264｢しかし,しもし貨
　幣量が事実上固定七でいるなら√明かに,賃金
　　単位にようて測られたその数量ば貨幣賃金の
　＝十分な引き下,げによって限乙り=なく増加さ雁/る
　　ごと/ができるしけ所得に対するその相対量も
　　一般に著しく増加吝せることができるのであ
　　る。‥‥･･従って，われわれは，少なく/とも理論
　　的には，賃金水準が不変の場合に貨幣量を増
の生
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産物価格と同じであると予想するのである。(5)
ロヽ･(7)式の体系は，今期の予想価格が与えられ
たときに，今期の生産物価格，貨幣賃金率と利
子率が決まる体系であるから，今期の生産物価
格について　　　　　　　　ト
　pt＝p(ｐｅよ　　　　　　　　　Ｉ(ｎ)
という関係がえられる。そして(10), (11)△式
より
　petｏ＝ｐ（ｐｅt）
のような，予想価格にづいての一階の定差方程
式をうる。この定差方程式の均衡点では予想価
格は一定値をとり，それは（10）式から現実の
価格と等しくなる。つまり，この体系の定常状
態では完全雇用が実現しているのである。
　そこで問題となるのは,体系の安定性である。
この体系の運動経路は，毎期毎期の現実の経済
状態を現しているレしたがって，もし安定条件
が満たされたとすると以下のように主張でき
る。現実の経済が一時的に非自発的失業の状態
にあったとしても，時間の経過とともに徐々に
完全雇用状態に近づき，やがて完全雇用が実現
するのである。そこで定差体系の解λは，
　O＜λ＜1
を満たすことがわかる(２)。したがって,この体系
は安定的であり，一時的に生じた非自発的失業
はやがて解消されるといえる。
　すると, Keynesの完全雇用の実現に否定的
な見解はどのように考えることができるだろう
か。明らかに上述の体系とは異なるものを考え
ていたのであろう。以下の章では，この点を明
らかにするための分析を展開する。そこでは次
の三点について注意する必要がある。
［1］均衡において完全雇用が実現されるが，
　完全雇用の均衡解の存在問題
［2］均衡解に向かうかという安定性の問題
　　　（注）
（1）このモデルは，置塩［19］による。
（2）（5）～（7）式の体系は，：
１１
　ｓＹ（ｗ／･P)= I (r)
　Ｍ／ｐｅ＝ｋ（ｒ）・ｐノｐｅ･Ｙ（ｗ／ｐ）　　＼
　Ｎ“（ｗ／ｐ）＝Ｎｓ（ｗ／ｐ・ｐ／ｐｅ），
と書き直すことができる。そこでＭ／ｐｅが変化し
たときの比較静学を行うと
??。???????????」
??????
?「??????
(ｗ丿ｐ) d (w/P)
‾　ｗ／ｐニ
⌒　　ｄ･ｒｒ一一-------
　　　　　「
(ｐノp丿十吟‰7)
(M/'P・)＝＼dijﾀﾞびle)
臥ニｊy‾ぐjじd(j?ｽ,p)＜0
剛＝十！べいＴトo
EＪ÷ 廿くo
(w7f
　？
(ｐクｐ
　　　　w/P≪　　　dN^'
　Ｅｓニ　　Ｎｓ　　°ｄ（ｗ／ｐｅ）＞Ｏニ
となる。:ここでＭ／ｐｅが変化すると，現実の価格と
予想価格との比ｐ／ｐｅは
となり，Ｍ／ｐｅが上昇するとｐ／ｐｅは増加する。
この関係を　　　　　　　　　∧
　ｐｔ／ｐｅｔ＝Φ（Ｍ／ｐｅｔ）
とかき, (10)式に代入すると，
　p et.トl= ptニΦ（Ｍ／ｐｅt）ｐｅt
１２
Ｅ
をえる。犬これより，
△ｐ令t＋1士二1-Eトｐ令t
Φ
　十_ -E,:（Ｅａ乙Ｅ。）＝　　‥‥　‥‥‥‥‥‥‥‥
　　㎜　■　　　　　　■　　　　　　　　　　　　　■　 　 ∧＼△六 ｊ ‥十 ノ ト
という関係をえる．＼ここTき………ｊ‥‥‥　　‥‥　‥‥‥‥
　Ｏ＜Ｅく１･･．･．．　　　　　・・･．　　　　．・．．．・　．．・．･
なる関係が成立するか妬ﾉこの通時的体系は安定と
なる､、　上　∧　　…………1‥‥‥‥‥‥　‥　‥‥‥
・ｄ(Ｍ／万ｐ･.1)=
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第二章　完全雇用解の存在について
　前章において, Keynesが貨幣賃金率の変化
により失業が解消する可能性について悲観的な
見解を持っていることを紹介した。しかしある
経済体系では，現実の価格が予想価格を下回っ
て生じる「非自発的失業」は一時的なものであ
り，予想価格の改訂を考慮すると，時間の経過
１３
Ｍｊｊ民間部門の第丿主体が前期から今期に持
　　　ち越した貨幣残高
Ｍｊ：民間部門の第丿主体が今期から次期に持
　　　ち越したい貨幣残高　　　　　十　　／
X, ：民間部門全体の第ｉ商品の超過需要
　　　（ＸＪま労働の超過需要）　　　　　ニ
piペ第ｉ商品の価格（ｐＪま貨幣賃金率）レ
軋，：民間部門全体が前期から今期に持ち越し
　　た債券残高十十　白土
とともに「完全雇用水準」に近づくことがわか　Ｂ。：民間部門全体が今期から次期に持ち越し
った。そこで問題どなるのは，現実の価格と予　　　　たい債券残高の超過需要二
想価格が一致するような完全雇用状態が存在す　Ｍ９ ：民間部門全体が前期から今期に持ち越し
るか否かである。この問題は, Keynesだけでな，　　た貨幣残高
くHicks, Lange, Mosak, Patinkinなどの多　ＭＩ，：民間部門全体が今期から次期に持ち越し
くの論者が取り扱っている。本章の目的はこれ犬　　＼たい貨幣残高（民間部門全体の今期の計画
らの論者の議論を紹介することである。多くの　　　　貨幣保有量）ト
議論は一般均衡論の枠組みで行われているか　但し，ｉ　＝１～ｍ（商品）　　／
ら，まず最初に一般均衡論の基本的枠組みを設
定する。
第一節　一般均衡体系(l)
　　（一）経済主体と交換物
　一般に経済現象を考察するには，そこで登場
する主体と交換物を特定する必要があるノここ
では交換物は，ｍ個の商品（ｍ番目の商品を労
働とする），債券,貨幣の合計ｍ＋2個であると
する。これらの交換物の取引者である経済主体
は，家計と企業からなる民間部門，唯一の貨幣
の発行主体である貨幣当局の２つである。民間
部門はｎ主体からなり，ｍ個の商品，債券，貨
幣を取り引きする。貨幣当局は商品の取引を行
わず，債券，貨幣のみを取り引きする。
　記号については以下の通りとする。
Xu : 民間部門の第丿主体の第ｉ商品の超過需
　　　要（第ｍ商品は労働）
B, ：民間部門の第丿主体が前期から今斯に持
　　　ち越しか債券残高　犬
Bj ：民間部門の第丿主体が今期か白次期に持
　　　ち越したい債券残高
丿Ｊ 一
一
XI＝ΣX
　　j＝1
１～ｎ（主体）
　　　ｎ
IJ 9
－　　　－
Ｂ９マΣBj, Bp ―ΣＢ
＝?
＝1.
･ｎ
Ｊ
MｐニΣMj･ Ｍ９テΣM,
Ｊ＝ 片１
ト（ニ）民間部門の行動について.
　（一）項での記号を用いると，諸商品，債券，
貨幣の取引を行う民間部門の第丿主体の予算制
約式は，　　　　ｊ　　　　　　　／
Σｐ
ﾄ１
xij十(Bj一 Bj)斗(Ｍｊ－Ｍｊ)＝０
　　＼　　　　　(ｊ．＝１～：ｎ)
とかける。そこで各主体の予算制約式を民間部
門全体について合計すると，
　　　　　　　　　　　　　　　　－
ΣpiΣχij十ΣB,-ΣBj
i＝1　j＝1 j＝1 j＝1
　　　　　　　－十ΣMj－,ΣMj三0
　j=l　　j=1
となり，(一)項での記号を用いると，▽
　Σpiｘ汁(Ｂ９一Ｂ９)十(Ｍ９一息p)=0
とかける。これが民間部門全体の予算制約式で
ある０.
　ことで，民間部門全体の今期の諸商品の超過
需要,ﾆ債券残高の超過需要，計画貨幣保有量に
ついて以下の仮定をおく。
1ﾀﾞ4 ＞高知大学学術研究報告∇第田巻ｿﾃ(19昧年卜社会科学し…………I=/j……
(仮定Ｆ)＼今期の･諸商品の超過需要と債券残高＼＼･･=………]机三Ｍﾄﾉ=畷卜Mj…………jﾉﾚ……∧ﾚ……j……=‥‥‥‥‥
回器ぎ
≒
昌に禦回に工シ＼………
=
≠1
:
:
……
…
万
jJ
I
:
ﾕ
:
,
ｻﾉ
=
ﾂﾞj
ﾉ
ﾃﾞﾂﾞ
ﾉ
ｻ)ｹﾞ:ｻﾔ:
=
万りj宍jに
ﾉ
jう::|
=
☆ﾔ)
ﾕ
j･ﾃﾞ)ﾄyﾉﾒ
ヽ越
ﾋﾞ:
だ
戸戸戸戸戸中斜戸戸十
丿
よ＼り……
,
j……:ﾉ
:
＼||ﾑ|
ﾉ
lに:
:
:に
ﾉﾉ
jj万
ﾕ
:
万
雛にj
　χ
I＝こχ1＼(叫o,犬p 2o･，
･･････，p･ぷo;　＝　………………=＼＼j………………:･……………yjl=J=jり･1･=j.:･債券残高雛超過需要ｹﾞ………………ﾆ上
十　　　　．ﾀﾞ叫1，ｐ八大･‥.1‥，pj=卜十　……………万.万一万.･.･.万･j･.･M:と:.一万
I
j･･j;･.jj=.j貨･
I
幣･=,lj当万1万万局･..万万力.ﾀﾞ1前..I期かﾉら今期ﾉに持ち越した．
ｐ
ｉ
ｓ
．
ｔ ｏ･，
Ｂ９＝土 Bp(Pi°,
　　/p 11，
P
l
%
ｒ ０．
ｐ２ｙ･,･…，Ｔｐｍ?；ｊ………　十:
ｒ 1,犬‥･!＼'４'，..tｓ)‥‥‥‥‥‥
　　………　(才･＝Ｌﾚ~ m)
P
2
°
,よ●一一一一●，
p
2.1√’¨”T，
　■●･●●:･●●･● ･丿．．
ｐ
ｒ・
　Ｓ　･．．･ ．・．･．・
２ラ・．　タ
　　●●●●●●
？一犬　ラ
ｐｍｏｌ
Pm'
?〜??
?
rｓ）
? ? ? ? ?
＼但しi計画期間はjO期からくｓ期………………………
　　　　pヤ:第凄期の第丿商品の予想価格…　…
　　　トｒlﾆ:第ｔ期の予想利子率…………　………
のような諸商品の超過需要関数と債券残高.の超く
次期Tに持ち越した
試）行う政策につい
過需要関数である．こめとき民間部門全体の予　=･j1万.:を.:･J導･;1
算制約式よ=り今期の計画貨幣保有残高こも√諸商……ﾉ………か:4ｻﾞyJ:ｹﾞ
品の今期の価格および将来の予想価格√今期のくﾌ……玖
利子率およﾉが将来の予想利子率の関数と)な=る√十=殺合/j
(仮定=2)将来の諸商品の予想価格は,:今期の
諸商品価格の関数である。　ニ　　ト　　　ニ
　ｐに･＝pj(p
lo，
PAぺ≒･■･■-, p?o)‥‥‥‥‥‥
　ニ　　　　　犬(:i.＝･1～ｍ)
　づ　　　　　　(ｔ三士～sうし
　(仮定３)将来の利子率は，‥今期の利子率と同
じである＼と予想する宍(｢静学的予想｣)。……………
　ra = ｒ1-ﾀ|　‥‥‥ｉ－ｒｓ　　　。－　　　－
　（三）貨幣当局の行動について‥‥‥‥‥　‥
唯一め貨幣の発行主体である貨幣当局は，商
晶の取引を行わず民間廊門よ＼り債券を購入して＼……j=ｹﾞﾌﾟj=宍でﾌﾟﾌj=7jｽﾞ:万=
貨幣を発行する。セたがづて貨幣当局の予算制＼∇宍……
I
jﾄ……Be:
I
≠
約式は↓……
=
万……　
…
……………………
…
…………
………万｡1万
ﾉﾚ1
万一
jjﾑ:j
=
ﾑ:･jy･
=
j
=.
式………＼……………i万1
と=]貨幣当局の予算制約
ば/なちなﾉい制約
前期から今期に
■■　■　■■　　－　■■－　　㎜･　㎜じごあ藻ヶＢふ/=<Ｂ。ニMp, Me
･あﾉるﾉか方経済全体では相
??
り，
する債券残高
す]るいと=いうﾄ政策をとるか
金融資産∧(債券残高＼と貨
あﾚ石仁七意味するレこれ
制約式凪……
1万‥‥‥　‥‥
牛o……十二＼‥‥‥I……………巾
についは、
て，
ｍΣ
ｉ＝１
ケインズ理論と不安定性（越智）
pjoｘ汁(Bp十Ｂ。)十(ＭＩ,ＴＭ。)＝Ｏ　(２)
という経済全体の制約式をえる(ワルラスの法
則)。
　　　　　(注)
　巾　この一般均衡体系は，置塩[18]に依拠して
　　　いる。
第二節　民間部門の同次性の仮定
　次に本節では，民間部門の行動について特定
化を行う。われわれは，民間部門の諸商品の超
過需要関数と債券残高の超過需要関数につい
て，（仮定１～３）に加えて以下の仮定をおく。
　（仮定５）今期の利子率一定のもとで，諸商品
の今期の価格と将来の予想価格が同率で上昇し
たとき，民間部門の諸商品の超過需要は不変で
ある。つまり民間部門の諸商品の超過需要は，
諸商品の今期の価格と将来の予想価格について
Ｏ次の同次関数である。
Ｘ (λ
λ
Pi",
ｐム
λP2°,……,．λPm"
λｐム　‥…7，λpm1
　　　‥…･；
? ?
λplｓ，λp
2ｓ，
……，λPm^ ；ｒ o）
＝χ１ （ｐ ｌｏ，
ｐ２ｏ，･ｉ…･，ｐｍｏ
　ｐ１≒　ｐ２１９“‘゛”９　ｐｍ１
　　　　　　　……；　　▽
ｐ 　Ｓ
１９
? ?
ｐ ２ｓ，‥…･，ｐ･ｍｓ
； ｒｏ）
　　　Ｏ＝１～ｍ）
　(仮定６)今期の利子率一定のもとで，諸商品
の今期の価格と将来の予想価格が同率で上昇し
たとき，民間部門の債券残高の超過需要はそれ
らと同率で増加する。つまり民間部門の債券残
高の超過需要は，諸商品の今期の価格と将来の
予想価格について１次の同次関数である。
　Ｂ９(λpllo，λp2o，……，λｐｍｏ；
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　このとき今期の実質の債券残高の超過需要
は=,‥今期の利子率一定のもとで，諸商品の今期
の価格と将来の予想価格が同率で上昇したとき
不変である。したがって実質の債券残高の超過
需要は√諸商品の今期の価格と将来の予想価格
についてＯ次の同次関数である。
(仮定７)今期の諸商品価格が同率で上昇した
とき，将来の諸商品の予想価格も同率で上昇す
る。Tつまり，期待価格は今期の商品諸価格につ
いて１次の同次関数である。言い換えれば，期
待価格の今期の価格に対する弾力性は一であ
る。このとき，同次関数の性質より予想価格の
関数は，　　　十
　pj／ｐｍＱ＝pil(plo／pmo，p2o／pmo，
ｐｍ二ｌｏ／ｐｍｏ，Ｉ）
（ｔ　＝１～　ｓ）
(i = 1～ｍ）
とかける。　　　　　　　　■　■　　■　■
　次に，（仮定５）から（仮定７）を想定したと
きに，民間部門の諸商品の超過需要関数と債券
残高の超過需要関数および計画貨幣保有量が，
どのような性質を持つかを検討しよう。民間部
門の諸商品の超過需要:関数については，（仮定
５）においてλ＝１／ｐｊとおくと，　｡･
　χi＝χi（plo／ｐｍｏ，p2o／ｐｍｏ，
pｎトｌｏ／ｐｍ０，１
PlVPm", P ２１／ｐ ｍｏ，……> t^ra / ^^m
PlVPm", P2VPm",
となり，（仮定７）より
　χiニχト（plo／p mo，
●１
? ? ? ? ?
ｐｍｓ／ｐｍｏ； ｒｏ)
(･ｉ＝１～血)
ｐ２ｏ／ｐｍ°，
　ｐｍ_１ｏ／ｐｍｏ
＝１～ｊｍ）
ro)
(3)
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とかける。∧これより民間部門め諸商品の超過需………の
要関数は√こ今期の諸商品価格にづいてﾉO次の同∧=
次関数とな：るノつま丿今期の利子率一定のもとし
で，今期の諸商品価格が同率で上昇する＼と/き,十
諸商品の超過需要は変化しない。……J‥　‥‥‥‥
　今期の民間部門の債券残高め超過需要についし
ては，(仮定狸=)∇においてﾉλΞ1／t)いとﾚおごく□と√
　Ｂ９こpmo･bよ(p＼1o∠＼p/moドノpjj／pj,……
　　　　∧　　　ト　：゛し･■■-, Pm⊇1o／pmo√↓ト‥
PlVPm°,
ｐｊ／ｐｉｏ，‥･ﾄ･･D ^ / P ^
■　　　■　■■丿･●.●●●9.　1／　　　　・
P,V Ｆｍｏ，p 2
ｓ／ p
ｍ09
ｐｍｓ／ｐ？ﾉ;/rjo）
? ?
となる。ここでb。＝BI。／p.joであｿﾞり･,実質の債
券残高需要を表す6さらjに（仮定７）＼よくり，犬
　　Bp=Pj-bふ（plo／ﾌPO D 0 / D 0√＼……
p
ｍ-io／
ｐ
。o =;＼ｒo）……（4）
をえる。これは今期の商品諸価格について√今
斯の民間部門の債券残高め超過需要がｉ次の同
次関数であり，し実質の債券残高需要が０次の同
次関数であることを示しているよつﾄまり:今期の
利子率一定のもとで，今期の商品諸価格が同率
で上昇するﾉと＼き,ﾉ債券残高需要はそれちしと伺率
で増加し√実質の債券残高需要は変化しないよ
ぐば√
民間蔀門め謳商晶と:價春残高め超過需要関数ヶしＴ、
上昇]し＼だとくき;……実質の計
あ/7･り万,万一
I･.
j
I 名･.宍一目･=.
の計画貨幣
する1．く　犬　∧
の行動関数の性
め超過需要と計画貨
目ﾚ値が今期の諸
る∧と/きに
である。
債券残高
ついて，
で整理す
　　Ｊ/NI.“J WH･I J ゛とUnhttp:/／www.ﾉJ ･/ﾉMI｀戈J'//ヽ.±J,^iL^ IIIJ･ぶ7slﾉヽ.J5*-'ヽ　　・.:..･■■■■■■■■■■■■
を以上のよう＼に特定化すると，
…
…民｢同部門の今期………………=
=
｣=
=
恥牛:｣|
　㎜■･■　　　　㎜■　　㎜　㎜㎜
ｏ計画貨幣保有関数門ﾔ乍る尹状をj戸戸……
=
………jゐj
I
yﾑﾑj
==jjiﾑﾐ万44j
yﾀ）　l.　　/･χ　･./八χ･　/jχ .一一４ゝ･t!八　　　　.・　･･　　　一一.ｺ･ﾉ･ﾉしﾄ=……………………………;･.:.7
ろうか。(1)に(3)･,･(4)･｡式より，
　ｍ９ﾆiニMp/Pn,"　　　…………
-
　 一
一
一
一
??．?????????
　i=1
一･ｂ
P,VPm°-XにBp/Pn,"
占
p (Pi°／ｐ:。
ﾔ、トPm岫o／･pj＼;ごro）
o√<p2o／､ｐよ√ﾚ…………
　　∧　　　　　ノ･･････,･D " / n 0 ■ｒ.0）
となるから,:諸商品の今期の価格ﾚについて，実=
質の計画貨幣保有量はＯ次の同次関数であり,＼
名目の計画貨幣保有量は①次の伺次関数であ
る。づまり今期の利子率十定の＼もダとで，諸商品
９
眸|'o次同列
『同次性を有する』
のも
で上昇したと
る債券残高を増
よﾚう√つ]まり，
にすると
冷期保有する債券
∇から√こ/れより経
と,なる。つ
践高かその
各にういて0:次同次
i局の行動録ﾉ｢同次性
をﾚ｢同次性を有する｣
二亡√民間部門と貨
すﾔ万岑か否かを√諸商
腎に関ﾚしてまとめる
ケインズ理論と不安定性（越智）
諸商品
　(xi)
実質債券
　（ｂ）
実質貨幣
　㈲）
民間部門 χi ｂ９ mp
貨幣当局 be m.
経済全体 Xi ｂ９＋ｂｃ ｎｌｐ‾ｎｌｃ
但し，ｂ９＝Ｂｒ／ｐｍｏ，
　　　ｂｃ＝Ｂｃ／ｐｍｏ，
ｍｒニMp/Pm°
ｍｃ＝Ｍｃ／ｐｍo
のように整理できる。さらに，
数は以下の関係を持つ。まず，
制約式（1）より
この表の中の変
民間部門の予算
Σｐｉｏ／ｐｍｏ･ｘｊ十ｂ。十mp = O
i=1
となる。同様に，貨幣当局の予算制約を用いて
　bc＝ｍｃ
である。したがって経済全体では，
ΣPiVP。o･ｘlo十(ｂけｂ,ト(ｍにｍ。)＝０
という制約にしたがう。そこで諸商品の価格が
同率で上昇したとき，それぞれの変数が増加す
るか，変化しない（Ｏ次同次）か，減少するか
を，（十），㈲，（－）の記号で表す。すると，
民間部門と貨幣当局の行動がともに同次性を有
する場合は次のようにかける。
　　　　　　　　表１　同次系
諸商品
　(xi)
実質債券
　（ｂ）
実質貨幣
　(ｍ)
民間部門 ０ ０ ０
貨幣当局 ０ ０
経済全体 ０ ０ ０
こうして民間部門と貨幣当局がともに「同次性
を有する」場合には，経済全体の行動も同次性
を有しかものとなる。こめように経済全体が，
同次性を有するような経済体系を「同次系」と
１７
呼ぶ。
　この同次系については, Hicks, Lange,
Mosak, Patinkinなどの多くの論者が取り扱っ
ている。まず彼らは，貨幣当局が民間の供給し
たいだけの債券を全て引き受けるという受動的
な貨幣政策をとり，その結果利子率が変化しな
い場合について丁同次系」の性質を検討してい
る（1）。この利子率不変の「同次系」は，　　＼
　χi（plo／ｐｍｏ，p2o／ｐｍｏ，
ｐｍ_ｌｏ／ｐｍｏ；ｒｏ）＝０
邑　　　（ｉ＝１～ｍ）　Ｆｏ：利子率は一定　 ｉ＝１～ｍ）
とかける。ここで均衡式はｍ個であるのに対し
て，変数はｍ－１個の相対価格だけだから過剰
決定であり，一般に均衡は存在しないという結
論をえている（2）。このとき体系はinconsistent
であるという。この体系において初期に労働市
場（第ｍ商品）で失業が存在する場合には，貨
幣賃金率は低下し続け，諸商品価格もそれと同
率で低下する。したがって，たとえ貨幣賃金率
が低下したとしても，商品価格が同率で低下す
ることにより，失業は決して解消されないこと
がわかる。
　さらに利子率可変の「同次系」の場合も，同
様の結論を得ることができる。以上の想定のも
とで一時的均衡の体系は，　｡　・　　･I ■
xi（plo／ｐｍｏ， ｐ２ｏ／ｐｍｏ，
ｐｍ_１ｏ／ｐｍｏ； ｒｏ）＝０
　　(i = 1～ｍ）（５）
ｂ，（ｐｌｏ／ｐｍｏ，ｐ２ｏ／ｐｍｏ，
ｐ－１ｏ／ｐｊ； ｒｏ）十醜＝O（6）
とかける。ここで均衡式はｍ＋1個であるのに
対して，変数はｍ－１個の相対価格と利子率の
合計ｍ個であるから過剰決定である。よってた
とえ利子率が可変であっても，経済全体が同次
系の場合は均衡解は存在しない(3)。これより利
子率可変でも同次系は一般に均衡解を持たず，
一度生じた不均衡は諸価格が自由に変化しても
解消されないことがわかる。
　Lange, Mosakがこの利子率可変の同次系を
分析している。そこで彼らは民間部門の計画貨
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幣保有量と債券残高の超過需要の実質値を，今
期の諸商品の価格についてＯ次同次と想定して
いる。このことをLangeは，｢貨幣的効果｣
(Monetary Effect)がゼロ｣と表現し(4)そし
てMosakは，｢支出計画の資本価値の弾力性が
一｣と表現している(5)。このとき諸商品の貨幣価
格と利子率が，その超過需要に応じて
　pjo＝αjχj　　　　　　（i　ニＩ～ｍ）
　ｒｏ＝－β（Ｂ９十Ｂ，）
　但し, ai,β＞O:超過需要に対する反応係数
のように自由に変化したとしても，全商品の市
場をクリアーする価格および利子率の体系は存
在にしない。したがって，任意の商品および債
券の市場で需給の一致は達成されない。このと
き相対価格と利子率は
　（plo宍ｐ♂）＝ニｐｉｏ‾（ｐｊｏ／ｙｊ° ｐｊ）
－
　　　　　　　　　　　　　　Pm
ご1／ｐｍｏ･｛αIｘi（plo／pmo，p2o／pｍo
ｐｍ_１ｏ／ｐｍｏ； ｒｏ）
－ｐｊｏ／ｐｍｏ・αｍχ,ｎ （ｐ
ｌｏ／
ｐｍｏ,＼ｐ２ｏ／ｐｍｏ
ｐｍヨo／pmo； ro長
ｒｏ＝－β｛ｂ。
（i　＝1～ｍ－1）（7）
（plo／pmo，p2o／pmo，
ｐｍヨo／pmo； ｒo）
十醜｝・p。o　（8）
のような運動をする。ここで(7), (8)式の相
対価格と利子率の運動方程式の均衡点を考えよ
う。ｍ個の変数でｍ個の方程式であるから体系
はconsistentであり，均衡点は存在しうる。も
し相対価格が(7), (8)式の均衡で決まるとす
ると，相対価格と利子率はｍ式によって一意に
決まる。よって経済に第ｍ商品（労働）の超過
供給ﾀﾞ（失業）が存在する場合には，利子率一定
のままで第ｍ商品の価格（:貨幣賃金率）は低下
し続けるが，他の商品の価格も同率で低下して
いき，第ｍ商品の超過供給（失業）は変化しな
い。したがって，たとえ貨幣賃金率が変化して
も失業は解消されない。
　　　ト（注）　　　　　尚∧
巾　Hicks［8], p.381「も七価格が何パーセント
　か上昇し（しかも，仮定により，上昇した水準
　にとどまるものと予想され），人々の買おうと
計画す善財および用役の数量には変更がない
とすれば,し貨幣に対する需要は増加しなけれ
②
ばなければならない｡従って,増加した需要に
釣り合うだけ貨幣の供給が増加してはじめ
て，利率は不変のままにとどまることができ
る。]…………ﾌ.j･……J.:　　　　　ﾀﾞﾉ｡:
ニHicksｿ[･8], p.373~374｢いますべての予想
弾力性が一であると想定しよう。……矛lj率(あ
るいは廿しろ，諸利率の全体系)は与えられた
ものとみなしつつ，一商品(Ｘ)の価格が五八
二セゾトだけ上昇する＼ものと考えよう。……
しか
れた
しすぺての他の市場(但し,利率は与えら
ものと考えられているから，証券市場は
取り除かれる。また貨幣市場は残余のものか
ら独立ではないから，これも取り除かれる)で
の反作用を考慮する1と，われわれは別世界に
合だけである。なぜなら，全ての商品間の価格
比が不変であり，またすべての現在価格と全
ての予想価格との間の価格比が不変であり
(予想価格四弾力性が≒であるから)，また(仮
定にようて)利率が不変であるとするならば
一一そのときには代替の機会はいずこにも存
在しないからである。すべ了の財および用役
の需要言供給とは変化しないであろう。需給
はこれ富竹=等しかっ大部，現在もやjはり等し
いであレろうレ他のすべ七の商品市場において
均衡を宍回復するのは価格の一般的比例的上昇
であるしか,それは最初の商品Ｘの市場で需要
をこえる供給を生み出すことがでぎないので
ある。ての体系はウィクセルの体系と同様な
動ぎ方をするこ。それは子中立的均衡』にある｡｣
　Ｌａｎ如しＨ〕,P.16～17｢さて一生産要素が超
過供給の状態にあり，かつそれが価格伸縮的
あるとする。そうして他の生産要素および生
産物の市場はすべて均衡にあるものjと考えよ
う。超過供給の状態にある生産要素の価格は
下落す]る6………‥･･･ところ,で需要と供給とは,生産
要素および生産物の価格比にのみ依存してい
るのであるから，均衡はこれらの市場におい
て，以前と同一の価格比が成立する場合にの
み回復洛/れる。このこしとﾚは,新たに超過供給の
状態に陥つだ生産要素および生産物の価格
が，しも七もと過少雇用の状態にあった生産要
素の価格と同一比例で下落することを必要と
する。伸縮的であるかぎ仏これらの価格はそ
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　　の比例で下落し，かくておのおのの市場に均
　　衡を回復するであろう。他のいかなる市場に
　。不均衡を生ぜしめないためには，経済内の他
　　のあらゆる価格もまた同一比例で下落しなけ
　　ればならない。
　　十これらの条件の下では，代替効果も拡張効
　果も作用しない。十あらゆる価格の比例的下落
　を起こさせた当該生産要素の超過供給は，出
　発点におけると全く同¬ごのままにとまる。同
　様にして，一生産要素はあらゆる価格の比例
　的騰貴を生ぜしめ，自らの超過需要を不変の
　ままに残すであろう。かくして,貨幣的効果の
　無い場合には，代替効果も拡張効果も作用し
　えない｡生産要素の価格の伸縮性は,あらゆる
　価格の比例的変化を生み出すだけであり，い
　うまでもなくこのことは『実物的』不変のまま
　に残すのである｡」
　　Mosak［14], p.153～154「言い換えれば，
　期待の弾力性がすべてーであり，支出計画の
　資本価値が今期の価格と同率で変化すれば，
　あらゆる商品の超過需要関数は今期の価格に
　ついてO次同次関数である。これより，あらゆ
　る商品の超過需要はｎ個の貨幣価格ではなく
　て，ｎ－１個の価格比の関数である。……こう
　して動学的経済では，利子率不変で期待弾力
　性がーのもとでは，均衡においてもある一商
　品の需要と供給は必ずしも一致しない。ｎ－
　１個の価格比がｎ－１個の均衡式で決まる。
　そしてこの価格比がｎ番目の超過需要（正，ゼ
　　ロ，負）の水準を決定する。
　　　もちろん均衡において，どの商品（生産物ま
　たは生産要素）の需給が一致しないかを示す
　　ものはモデルの中には存在しない。これは制
　　度的に決められるものであるJもちろん現実
　　には，均衡において供給が需要を上回る商品
　　は労働である。重要なのは，この均衡における
　　失業が発生する原因が貨幣賃金率の硬直性で
　　はないことである。というのはこの節で仮定
　　された条件のもとではｎ商品の超過需要は，
　　ｎ個の絶対価格ではなくて，ｎ－１個の価格
　比の関数である。従って，貨幣賃金率の変化
　　は，すべての商品の貨幣価格をそれと同率で
　　変化させ，それらの需要と供給は変化しない。
　　従って,失業はこれらの条件下では,貨幣賃金
　　率の変化とは無関係である。」
　　Patinkin［21], p.lO「定理：Ｋ個の変数か
　　らなるＫ個の独立な方程式システムの全ての
　　方程式が，同じ変数の組について任意の次数
　　の同次関数であれば,そのシステムは,その解
かゼロである場合の除けば，解を持たず, in-
consistentである｡」
(3) Patinkin［21], p.2O「定理：もし（10･8）
１９
　　においてχΓ(ｒ＝１～ｍ)が, Pi,…一一･，ｐｒに
　　ついてＯ次同次であり，Ｘバｒニｍ＋1～ｎ－
　1)が同じ変数の組について１次同次であり，
　　しかもごれらの方程式がすべて独立なら，
(10･8)の体系は過剰決定である。]ニ
(4) Lange[1打√p.24～25｢もし貨幣効果が無で
　　あるならば，あらゆる商品および株券の価格
　が同＝比例で変化するとき，現金残高の実質
　超過需要は不変のままにとどまる。……しか
　しながら，債券の需給は不変ではない｡商品お
　よび株券価格の比例的変化は，にれらの価格
　で表現された)＼債券の実収力(real　earning
　power)を変化さ甘る。その結果，債券の需給
　はそれらが以前と同一の実収力を表示すると
　ころまで変化することになるであろう。とこ
　ろで債券の収入は(単位時間当り=)一定額の貨
　　幣の名巨量としているjから，このことは債券
　　の需給が商品および株券の価格と同一比例で
ニ　変化すること(すなわち債券の実質需給が不
　　変であること)を要求する。債券の需給のかか
　る変化は,貨幣と債券の間の，もしくは債券と
　　商品あるいは株券との間のいかなる代替をも
十意味するものではない。けだし債券の需給は，
　　貨幣所得と同一比例で変化するからである。
従って，利子率は何らの影響も蒙らない｡｣
(5) Mosak[14], p.156｢価格期待の弾力性が一
　　の場合には,割引要素,従って利子率は不変の
　　ままである。｣　犬
第四節　失業に関するKeynesの見解
第一章では,∧貨幣賃金率の変化による失業解
消の可能性について, Keynesが論じた否定的
な見解を紹介した。本節ではそのうち√完全雇
用解の存在問題に関するものを検討する。こう
してKeynesが失業問題についてどのように考
えたか，さらに何が「非自発的失業」の根本的
な原因かを知ることができる。
　Keynesが完全雇用の実現について否定的な
見解をもった理由にういては，次の三つをあげ
ることができる。
六日　貨幣当局の同次的な貨幣政策
　に）「流動性の罠」‥
　目　投･資が利子率に対して非弾力的　　‥
以下ではこれらの三点ついて順次検討しよう。
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　（一）貨幣当局の同次的な貨幣政策∧∧　＼
これは貨幣当局が,∇今期の利子率十定のもと
　　'―/ l^yKCKバ|.|↓.-JJﾄり゛gi　f/yj'ﾉ'|･J J ‾I‾‾　･/M-'ﾉw -J　　.･･:
で諸商品価格が低下レたと＼き√それ/と同率で貨………j､ﾉ2:=:
幣発行量を減少さサ,＼実質の貨幣発行残高か不
変となる場合であるレこ口)七き貨幣当局の行動
は同次性を有し,ﾉ経済全体は千(5)√(6)式で表
わされる利子率可変の同次系｣:となるレしたが
って完全雇用が実現する状態は存在しえない。
これは具体的には，景気の後退期で失業が存在
しているﾆときに,し貨幣当局が金融の引締政策を/
とることを意味する↓すると利子率¬一定のまま
で貨幣賃金率は下落し続けるが,＼他の諸商品のご
価格もそれと同率で低下し失業は解消＼されな/
い。したがづて貨幣賃金率が変化しても，失業
解消の可能性はない(几これよ万このケースで
は丁非自発的失業)=トの原因は√民間部門と貨幣
当局両者の同次的な行動にあ:ること‥がわかしる。=万
　　(二)｢流動性の罠｣の場合(2)
　景気の停滞期には科子率は最低限度=まで低下
し一定である。この＼とか民間部門は,ト諸商品価
格の下落によって取引のだめ仁必要な貨幣量が
減少したとしても，余っ＼だ貨幣を放出せずすべ
て保有しよ寺とする/から,/ニ計画貨幣保有量に変
更はない。このﾉ｢流動性の罠｣＼の状態を大般均
衡論の枠組みで表現するﾚと以下のようにな右。/
　χj(p19／pmo，p29／ｐﾀﾞmo，　　ノ　■■　■■
r°: 利子率は一定
P。■ V p.ｊご戸)≠０
　…………(万i　＝1卜田)
bp (P
iV
ｐｍｏ√トｐｊ／ﾆPj･，
pｉ一占／Pよ；･i=o)＋靴／ｐｊう0.
犬ｎ。：貨幣当局の政策変数でヤ定　……j……………
ここで第一式でｍ個の均衡式に対して。ｍ－1個第一式でｍ個の均衡式に対して。ｍ－1個:……☆………∧=ﾄ’
の相対価格であるから体系はincons似印t/であ………:＼ﾚﾚ………:j=1Cり1日ヌ11間1資じdO'b刀jり'ドPり111よ1:nconsistenc c c>　　トし………l,Ｔ::……I………===,ヽ………:
る．したがって，たしとえ貨幣賃金率が変化して……………∧I……∧万ﾉﾚ〉……………ﾉﾉ……∧▽:しlj:==jl
も失業解消め可能性はない
６=ごのケ÷スでは貨………＼=j………ﾉ〉………犬j…………゜∧∧………ﾌﾉｿ………j=: I
:
幣当局の政策は
i
同次的であづでも非同次的首　＼j……jｿ……………＼……万ｹﾉｹﾞﾚ==に………/j=……=》
I
ﾉｿﾞﾉﾉごj:
あっても結果は同じであるレよってこのケこス………ﾉ=7……上:ﾉ.=j………j………1=万=･,:::･･ = 1=:･.･=.･Jlj==.･=･.･.==j.･=.･1=･:･:.･J･I･:･jj.ﾀ
では「非自発的失業JJの原因は，結局民間部門
の同次的な行動にあることがわか石。ト………
るのは投資が
:=る。十したがっ
り二≠∧1･へ・ｍ)
八＼………=゜
内生哀。／ｐ。oこ０
の均衡式に対して
ら√(ニ)･項と同様
……………しだ力1つて，た
)ｿﾞ失業解消の可能性
F･当局の政策は，同
5ﾚづてﾉもﾉ結果社同じ
Ayずれも民間
量その
である
かける
注(5)
ケイン と不安定性（越智）
第三章　非同次系の経済における
◇　　　　非自発的失業について
　前章では完全雇用解の存在について検討し，
民間部門または貨幣当局の行動が同次的である
とき,完全雇用解は存在しないことがわかった。
このとき，たとえ貨幣賃金率が伸縮的に変化し
ても，失業が解消する可能性は全くない。では，
民間部門または貨幣当局の同次性が破れて経済
が同次系でなくなったときに，非自発的失業が
解消する可能性はどうなるであろうか。本章で
はこれに関するKeynes, Hicks, Lange,し
Mosak, Pigouなどの分析を紹介する。
　経済が同次系でなぐなる原因としては，主に
以下の三つをあげることが1できる。
　山犬貨幣の実質発行残高が,諸商品価格の変
　　化に応じて増減するから非同次
　[2]民間部門の諸商品の超過需要が非同次
　[3卜予想価格の弾力性が一ではない
以下ではこれらの三点について，失業解消の可
能性について否定的なKeynesの見解が，強化
されるか否定されるかを検討しよう。
　第一節　貨幣発行残高の非同次性
　　これまでの議論では貨幣については，貨幣当
局の発行する現金通貨のみを考察してきた。し
かし現実には，市中銀行の発行する預金通貨も
貨幣に含まれる。ここでは預金通貨を発行する
市中銀行を導入した経済体系を考えよう。まず
市中銀行は，民間非銀行部門に預金証券を売っ
てえた資金を，準備金の保有と債券購入に当て
る。したがって市中銀行の予算制約式は
　ー　　－　　－BI3十Mb-DbニＢ８十Ｍｎ一Db
　r)ノ:市中銀行が前期から今期に持ち越した
　　　預金供給残高　　　　　　　コ
Ｄｎ：市中銀行が今期から次期に持ち越七だ
　　　い預金供給残高
　Ｂ８：市中銀行が前期から今期に持ち越した
　　　債券残高
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　B13:市中銀行が今期かち次期に持ち越した
　　　い債券残高　　　　　　上
　Ｍ８：市中銀行が前期から今期に持ち越した
＼　　準備金
　Ｍ８：市中銀行が今期から次期に持ち越した
　　　　い準備金　ト　　ニ
とかける。ここで市中銀行は以下の行動をとる
と想定するレ
　(仮定８)毎期，準備金と債券残高の合計は預
金供給残高に等しい。このことは市中銀行が，
貨幣当局や他の市中銀行と貸借関係を結ばない
ことを意味する。
　＿　　＿　　＿
　Ｂｎ十Mb = Db,　Ｂｎ十Mb=Db
　(仮定９)預金利子率T聯よ一定とし,市中銀行
は民間非銀行部門が購入しようとする預金証券
をそのまま受け入れる。
　以上の二つの想定のもとで,民間非銀行部門，
市中銀行，貨幣当局の行動を含めた経済の全体
系をかくと以下のようになる(1レ
　Σpioｘ汁(Bp- Ｂ９)十(Dp- Ｄｒ)
　1丿　　∧　　　　　　　　十(Ｍ９一血p)=0
　χi≠χi(p iV
ｐｍｏ,‥‥‥‥ｐｍ_19／pｍo
Ｂ 一一 ｐｍｏ・ｂ９
? ?
r o，ひ）（ｉ＝／１～ｍ）
(ｐ ･iV p °
pｍ_lo／pmo； ｒo，lo）
Ｄ９＝ｐｍｏ・ dp (PlVPn,°,
　　　　　　　‥‥‥’，ｐｍ＿１ｏ／ｐｍｏ ； I-o
ＢＩ３十ＭＥ＝Ｄ８　　　　　＼エ
Ｂ８ﾆ≒=ｐｍｏ・ｂｎト（ｐｌｏ∠0 0
ｐｍ＿１ｏ／ｐｍｏ，ｐｍｏ； r≫
To）
To）
Bc = Mc　　　　／十
　Ｉ　　　　・　心　　　　　　　　･。　　・Ｂｃ＝ｐｍｏ●ｂｃ 　　。
Ｘ≠Ｏ　　　　　　　　（ｉニ１～ｍ）
Dp=Db
Ｂｒ,十ＢＥ十Ｂｃ＝０
Ｄｙ民間部門全体が前期から今期に持ち越
　　十した預金需要残高
Ｄ９：民間部門全体が今期から次期に持ち越
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　　∧した預金需要残高
ｄＪ＝Ｄ９／ｐｊ犬　ニ
ことで市中歯行に/つ]いて社√今期排蜂率一定……………jご万7:
よ４し。　偏心ﾆｎａ↓。お盲雀づレ心ふ/よ＼レ４＼∧………≒T.･jjl｡c
のもとで,く諸商品価格が同率で上昇するとﾚぎ，
実質,の債券需要残高を変化ざせると,いう非同次
的な貸出政策を想定しでいる√他方4◇民間非銀
行部門と貨幣当局は√同次的な行動をとるﾚとしﾉ
よう．=以上め体系を集約すると,十ニ…………
　χト(･PiVPふo，　　…………∧　　……|.･ .･
ｐ，-ｊ／ｐ♂；ｒａ，ｌｏ)し±０
……万……………(｡i〒｡11･ｙjm)
ｂｐ（ｐｌｏ／ｐｍｏ，ト　　　　　ニ　………………
　　　　　　　　　　　　　■　　　　　　　　■■■■　-〃
　　　　　　　　十｀’゜･.゜゜:,Pm一二_1o／pmoふ＼r=゜，i
o）
十bB (PiV･Ｐｊｿ……／………　…………
p
ｍ･-lo･/p m町皿0
･ r-゛0，1 o.）
十ee=o……＼…………　へ………………　:………=　∧丁
となる。/こ/のとき民間非銀行部門にとって利用
可能な現金通貨と預金通貨の合計√つまりﾉ貨幣
発行残高はﾚ=(仮定8/)ﾉより=ﾉｹﾞ＼ニ:……:……………/上
　Me-Mb十Db　　‥　‥‥‥‥‥　‥‥‥‥‥=　コ
　＝Ｍ･，－∧(Db-Bb)+Db午Ｍ。十Ｂ８･　　　　十
　ピロイ寸醜年ｂノ(pfo／かよo，＼………………
　　　　･･･‥¬,･ｐ･。･一一1･o.／pj丿ジレITo√rj)ト
とかけ√貨幣当局の政策と,市中銀行の貸出政策
の両者によって決ま＼るふ△＼ニ　<…　……：犬
　ここで重要なのは,∧貨幣賃金率ｐ♂:を含めて
諸商品価格が同率で低下しかと]き＼に，市中銀行
による実質の債券需要残高が増加するか否かで
ある。つまず数学こ的には√上式でのa be/ a
ｐｊの符号である。ごめ符号が正であれば,失業
が存在しで諸商品価格が同率で低下し力とき
に，市中銀行によjる債券需要残高はそれら以上
の率で低下する。す右と債券需要の低下によづ
て債券利子率は上昇し,トそれが投資に悪影響を=
及ぼして失業は拡大するノしたがって/この場合
には，体系は非同次であこるがしK6ｙ臨（の/結論が
さらに強化されるごししかレ=ａｂｌノ･ｊ∂Ｐｊの符
号が負で=あ希場合には逆の結果となる。つまり，
失業が存在して諸商品価格が同率で低下しかと
はそれらと
万される。
む性｣(resposive一
?)十とﾚいうﾀﾞ概念を
レ今期の利子率一
=によ宍る貨幣発行量の
寸÷に等しい｣√｢一
■■　：．・・　．・　．．　･ゝ　．･
竣工を千感応的工｢申
し区別している(2)．そ
する貨幣保有が同次
が諸商品価格の上昇
;|:万万TTF落に対しては(感
)可能性が=あ右として
度往√諸商品価格が下
手量∧(現金通貨＋預金
豪味する＼よく,ﾄ･=::‥‥‥j･.･ .・
に依拠しでいる。
とは経
じ(正または負の)
要め増分ﾚとの比で
……貨幣制度以,貨幣
質需要よノりもヨリ
感応的と呼ば
じ大きさ
は中立的と
あるため
な貨幣制度を必
は不感応的な貨
しい弾力性を有
場合には感応的
応的な貨幣制度
ケインズ理論と不安定性（越智）
　第二節　諸商品の超過需要の非同次性　　犬
　第二章の同次系に均衡解が存在しない原因
は，諸商品の超過需要が今期の諸商品価格につ
いてＯ次同次であることに求められるノこの同
次性は民同部門の諸商品の超過需要が，諸商品
の今期の価格と将来の予想価格についてＯ次同
次であること(第二章の仮定５)，予想価格が今
期の価格についで1次同次であること(第二章の
仮定７)という二つの仮定がともに満たされる
ときに生じる。したがって，二つの仮定のどち
らかが満たされないときは，もはや諸商品の超
過需要は今期の諸商品価格についてＯ次同次で
はなくなる。つまり今期の利子率一定のもとで，
今期の諸価格が同率で上昇するとき，今斯の諸
商品の超過需要は増加または減少する。このよ
うな非同次の体系では，｢非自発的失業｣につい
てのKeynesの結論はどうなるであろうか。本
節では，なんらかの原因により諸商品の超過需
要が，今期の価格と将来の予想価格について０
次同次であるという仮定が満たされない場合に
ついて検討する　　　　　　　　ダ
　Hicksは｢価値と資本｣第21章で，利子率の
変動の効果について次のように述べている。あ
る商品の市場に超過需要が存在して価格が上昇
しているとき，利子率が自由に動くことによっ
て，価格の上昇が抑制される。したがって，利
子率の変化は体系に安定化作用をもたらす(1)。
しかし，民間部門と貨幣当局の諸商品，債券，
貨幣に関する行動が同次的である場合はこの主
張は誤りである。よってHicksは，なんらかの
理由によって同次系でない体系を考えていたも
のと思われる。そしてこの体系では，失業解消
に関するKeynesの結論は弱められる。
　Lange七Mosakは，予想価格が今斯の価格
について１次同次であるという(仮定７)の性
質を残し，民間部門の諸商品の超過需要が，諸
商品の今期の価格と将来の予想価格について０
次同次であること(仮定５)を否定し，非同次
の経済体系を考えている(2)(3)。Lange が,利子率
不変のもとで｢貨幣的効果｣(Monetary Effect)
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がゼロではなく正または負であるとしたケース
がこれに当たる(4)。ここでは同次系と同様に,民
間部門の実質の債券残高需要はｏ次同次である
ごとと，貨幣当局の貸出政策が受動的であるこ
とを仮定しよう。すると，当局の発行する実質
の貨幣存在量もＯ次伺次となるノそして[貨幣
的効果]が正のケースでは，今期の利子率一定
で今期の諸価格が同率で上昇するとき，諸商品
の超過需要は減少し，民間の実質の計画貨幣保
有量は増加する(商品から貨幣への代替)。この
とき，民間の計画貨幣保有量と貨幣存在量との
実質値での差は増加する。逆に｢貨幣的効果｣
が負のケースでは,今期の利子率一定のもとで。
今斯の諸価格が同率で上昇するとき，諸商品の
超過需要は増加し，民間の実質の計画貨幣保有
量は減少する(貨幣から商品への代替)。このと
き，民間の計画貨幣保有量と貨幣存在量との実
質値での差は減少する。こうして経済全体は｢非
同次系｣となる。このような体系の両主体の行
動は，次表のようにまとめることができる。
　表２　非同次系　一貨幣効果が正(負)－
諸商品
(XI)
実質債券
　（ｂ）
実質貨幣
　(ｍ)
民間部門 －（十） ０ 十（－）
貨幣当局 ０ ０
経済全体 －（十） ０ 十（－）
さらに，こめ体系を均衡方程式で表せば,犬
＼χl（plo／pmo，p2o／ｐｍｏ，　　　　　づ
･‥，ｐｙｌｏ／ｐｊ，ｐｍｏ；Ｆ ）＝０
　　　　　　　　　　　　　　(i = 1～ｍ）
とかける。ここでｍ個の均衡式に対して，ｍ－
1個の相対価格とｐ。oの合計ｍ個の変数がある
から，体系はconsistentであり同次系のように
均衡解が存在しないという問題は一般には起こ
らない。　　　　十　　　　　犬
Langeは「貨幣的効果」が正のとき体系は安
定的で，負のとき不安定であるとしている（第
三節米の［数学注］参照）。これは以下のように
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説明できる。いままで経済が均衡状態であった犬/否定ざれﾉ弓√そ首で失業解消(ﾝ
としよう。土そして貨幣からＴ商品への代替,によ…………ら
って追加需要が発生する仏十その市場は超過需…………ら
要状態になる。すると;そめ商品の価格は上昇犬レタ
し，他の商品の市場に右不均衡が発生するレそ……=万………限
こで「貨幣的効果」が正のとき√諸価格は追加＼∧紀
需要のあった商品の価格を最も上昇ざせる＼よう＼∧j==万゜jy
に変化ずる(9．これは,ﾉその商品の超過需要=を減……………yJ ..｢･過｣･去=G
少させるから体系は安定的である⊇しかし,寸貨……J=分丿析し
幣効果｣が負のとき価格体系の変化ﾚは逆であﾉり,………:=づ,=で名
価格の上昇に=も/関れらず商品の超過需要をさくら………=………発I
に増加させるかち体系は不安定と二なる6　…………=:卜
　同様のこ=とをLange 0表現を借¨りると＼以下……2J°彭1こ
のようトになる。＼いま労働市場に超過供給(失業)………j::ﾆ=j
が存在し√貨幣賃金率が低下したとしよケ。こ　□｡ｹが
こで｢貨幣的効果｣が正のとぎに･は，諸価格の………｣｣ｶﾀ
うちで貨幣賃金率が最も低下する／これより，＼……:ｶ:ﾀ万
他の生産要素や生産物に比し七労働は相対的に十∧格
安価になり,〉｢代替効果上」(Substitution Effect)ﾚ…………
　と千拡張効果｣(Expansio!1 Effect)が作用ﾉして/
･労働市場の超過供給は減少するノしかレ丁貨幣
的効果｣∧が負であるときには，労働は相対的に
高価になりレ｢代替効果士と｢拡張効果上は逆に
作用して労働市場の超過供給は増加する。十
　次にLange丿よ利子率可変の非同次系を考え
ているよLangeは利子率不変め場合と同様に√‥
利子率の可変系でも丁貨幣的効果｣○が正である
　ときに,体系は安定的になサやすいとしているレ。
｢貨幣的効果｣が正のとﾚき√利子率十定にもとで
諸商品価格が同率で上昇すると，計画貨幣保有
量と貨幣発行量の差は実質値で増加するよトここ
で二つのケニスに分jけら‥れる。一口目のケース
は諸商品価格が同率で上昇することjによって√し
｢商品から貨幣への代替｣が生じ実質値の差が増
加する場合である。二つ目のケニスはい｢債券か
ら貨幣べの代替｣＼によ号で実質値の差が増加す
　る場合である⊇ぞしてLangeは｢債券から貨幣
入の代替トのよるケーズでは√安定化作用は弱
いとしている(や)(7)。　犬　　……：　　　＼　＼上
　　したがうてLangeの説にしたがえ宍ば√｢貨幣
的効果｣:が正の‥ときにﾉは貨幣賃金率内変化によ
って失業は解消される＼から√Keyn臨の結論は
効果は,寸商品か
叉=の方が√[債券か
]トレ道江｢貨幣的
;賃金率の低下にも
ぐが]ら:,]……Keynesの
ﾉれる場合について
:｢過去｣の契約｣によ
子支払など）が
低下するとニの
Mをﾉ悪化させる。
商品の超過需要
両効果の=どちち
良化さﾚｾﾞﾉる効果
要が発生し諸価
卵:ﾌﾟ『過去の契約⊥の存
るﾄのTであるレレこれは
ﾄしか=し逆に経済状
寿合･凪＼ﾉ諸商品の需
七続ける6した
ﾚの結論はこ強化
■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 　 　 . . 〃 . ･ ･ : ■ ■ ■ 　 　 ■ 　 ■
硝 七 太 丿 七 経 済
ﾉ は 不 安 定 な 体
]で行われている。
が諸価格の0次
くる√そ宍して諸商品
丿期か:ら:今期に持ち
あﾌﾟるﾚとす
であﾚるよ〉これは
7f;j　^w OIJ 'aJむ･．に１り･d>
品:の価格の上昇によ
李=が生==じ√∧貨幣効果が
ﾄる丁……こ･･==のケ十スで/は
経済は安定的とな
「すなわぢ,コ一つを
ljj格反応jを考慮に人
分率に対する反応を
t慮jに入れると必ず
（もし価格が何パー
ケインズ理論と不安定性
　　セントか上昇し（しかも，仮定により，上昇し
　　た水準にとどまるものと予想され），人々の買
　　おうと計画する財および用役の数量には変更
　　がないとすれば，貨幣に対する需要は増加し
　　なければなければならない。……不|」率は上昇
　　し，これが価格の上昇を阻止するであろう｡」
　p.386　「安定因としての利率の効力」
(2) Langeが,静学的予想（価格期待の弾力性が
　一である場合に含まれる）のもとで論じてい
　る場合には,諸商品の超過需要が,諸商品の今
　期の価格と将来の予想価格についてＯ次同次
　関数でないことが原因で，今期の諸商品価格
　について非同次となっている。
(3) Mosakも「支出計画の資本価値の弾力性」
　が一でない場合を論じて, Langeと同様の結
　論を得ている。 Mosakの場合も，諸商品の超
　過需要の非同次性は，諸商品の今期の価格と
　将来の予想価格についてO次同次関数でない
　ことから生じている。
　　Mosak［14], p.l7「しかし，価格期待の弾
　力性が一である時，ある商品の現在の価格の
　上昇はその商品の予想価格を同率で上昇さ
　せ,時間を通じての代替の余地はなくなる。も
　ちろんある商品の現在の価格が不変であれ
　ば，今期において諸商品間で代替が生じる余
　地はある。しかし全ての現在の価格が同率で
　変化し，しかも期待の弾力性がすべて一であ
　れば，諸商品間の代替の余地はあらゆる意味
　で無くなる。従って体系の安定性は,全計雨期
　間を通じて獲得しようとする債券（および貨
　幣）に関する決定が受ける影響の程度に依存
　する。もしその総額（正であれ，負であれ）が
　価格の変化を下回る率で変化するなら，価格
　の上昇は価格が不変で支出計画の資本価値が
　切り下げられるのと同じ結果をもたらし，現
　在の消費は減少する。このとき体系は所得効
　果の作用によって安定となる。しかしその総
　額が価格の変化を上回る率で変化するなら，
　価格の上昇は価格が不変で支出計画の資本価
　値が増加するのと同じ結果をもたらし，現在
　の消費は増加する。このとき体系は所得効果
　の作用によって不安定となる。」
(4) Lange［11], p.l8～19「このようにして代替
　効果と拡張効果との作用は貨幣効果の存在と
　方向とにかかっていることがわかる。生産要
　素の価格の伸縮性が，自動的に完全雇用を保
　証するのは正の貨幣効果が存在する場合だけ
　に過ぎない。貨幣効果が無い場合には,価格の
　伸縮性はあらゆる価格の比例的運動を生み出
　すだけであって，『実物的』な事態は不変のま
　まに残される。負の貨幣効果が存在する場合
　には,価格の伸縮性は超過供給（もしくは超過
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　　需要）ならびに諸価格をして均衡からの累積
　　的離脱運動を生ぜしめる。このようにして,正
　　の貨幣効果こそ，生産要素価格の伸縮的な経
　　済を安定させる落下傘であるように思われ
　　る。
（5）置塩［16], p.206
(6) Lange［11], p.27「商品および株券の価格下
　落と結び付いた正の貨幣的効果が，一部ある
　いは全部の商品の需要増加（もしくは供給減
　少）を生ぜしめる場合には代替効果と拡張効
　果とは直ちに生まれてくる。けだし需要の増
　加した（もしくは供給の減少した）商品の価格
　は，過少雇用状態にある生産要素の価格と同
　一比例で下落しないからである。しかしなが
　ら，正の貨幣的効果によってもたらされる需
　要増加，もしくは供給減少が株券および債券
　に限られる場合には，結果ははるかに不確実
　である。この場合には,代替効果と拡張効果と
　は,株価あるいは利子率の変化がい投資財需要
　に影響する結果として間接的に引き起こされ
　るにすぎない。」
(7) Mosak［14], p.156「弾力的な価格期待の場
　合には，割引要素は現在の価格の変化と逆方
　向に変化し，利子率は同じ方向に変化する｡」
(8) Hicks［8], p.388～399「現実の経済では，
　与えられたどんな短期間でも，その期間の取
　引は過去から受け継いだ契約を背景にして行
　われるという事実がそれである。これらの契
　約は普通は貨幣のタームで結ばれるものであ
　る。だからもしすべての価格が同じ割合で変
　化して,利子率が不変であるならば,各人は実
　際には，これまで想定してきたように同じ状
　態に残されるわけではない。過去の契約から
　生じる貨幣支払いを受け取るはずの人々は，
　価格が上昇すれば経済状態が悪化し，債務者
　は経済状態が良化する。こうした富の分配の
　変化は，種々の財に対する需要にいくらかの
　効果を及ぼすであろう。」
　　p.399「実際には，債務者階級はおそらく債
　権者階級よりも，所得増加分のヨリ大きな割
　合を消費するものと推測してよいであろう。
　事実そうであるならば,消費財への総需要は，
　価格が上昇すれば増加する傾きがあるであろ
　う。従って過去に取り決められた契約の存在
　は，安定因であるよりもむしろ不安定を助長
　する影響力であることがわかる。」
(9) Pigou［22], p.348
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第三節　予想価格の弾力性について
　次に,予想価格が今期の価格について1次同次
である（第二章の仮定７）という仮定が満たさ
れないとき，「非自発的失業」に関するKeynes
の結論はどうなるかを考察しよう。
　まず（仮定７）が満たされないから，予想価
格の関数は一般的に
　pj／ｐｍｏ＝pj（plo／ｐｍｏ,P2o／Pmo，
ｐｍ_ｌｏ／ｐ 0 P ")
　（ｔニ１～Ｓ）
　（ｉニ１～ｍ）
とかける。ここで∂(pil／pj)ノ∂ｐ=。oの符
号が重要である。これが正の場合には，今期の
諸商品価格が同率で上昇したとき，予想価格を
それ以上に上昇させるから(予想価格の弾力性
が一以上),予想価格は今期の諸商品価格に対し
∂b13／∂p。oは負と考えられる。
∂トＸ／画〉P丿心符号に着目し,経済体系の運
行を分析七だの/がLangeとMosakであ
るリ仇特にLangeは予想価格が弾力的な場合
には，諸商品価格が低下ずると民間部門の実質
の計画貨幣保有量は増加し，諸商品に対する需
要は減少するとしている(｢貨幣効果｣が正のケ
ース)。予想価格が非弾力的な場合には，諸商品
価格が低下すると民間部門の実質の計画貨幣保
有量は減少し，諸商品に対する需要は増加する
としトごいるﾉ……=……(=｢貨幣効果｣が負のケース)。よっ
て不況期で,△貨幣賃金率を含めた諸商品の価格
が低下する七きレ予想価格が非弾力的であれば
｢貨幣から商品への代替｣が生じ，諸商品需要が
増加するかﾚら諸価格の低下に歯止めがかかる。
しかし，予想価格が弾力的であれば｢商品から
貨幣への代替」が生じ，諸商品需要が減少して
諸価格はさらに低下するノ（本節末の［数学注］
参照）
て弾力的である。逆に負の場合には，今期の諸　　したがって次の結論をえくる。経済に失業が存
｡･商品価格が同率で上昇したとき，予想価格はそ　在し貨幣賃金率が低下するとき，予想価格が非
れと同率では上昇せず(予想価格の弾力性が一　弾力的であれば商品需要價回復によって失業は
以下),予想価格は今期の諸商品価格に対して非　解消に向かい, Keynesの結論は弱められる。し
弾力的である。以上の将来価格の期待形成のも　かし予想価格が弾力的であると，たとえ貨幣賃
とでは，民間部門の諸商品と債券残高の超過需　金率が低下しても商品需要は増加せず失業解消
要関数は　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の可能性ぱな幄Keynes:の結論は強められる。
χi＝χi（p iV ｐぷ, PzVPm"
ｐｍ_１ｏ／ｐｍｏ，ｐｍｏ； ｒｏ）
　　　　Ｏ＝１～ｍ）
　Dp― Dp ＼y＼/Vm,t'2/t'^。
　　　　　　　………pm_lo／ｐｍｏ，ｐｍｏ； ro）
となる。ここで重要なのは，第一節のモデル同
様，貨幣賃金率ｐ。oを含めて諸商品価格が同率
で低下したときに，民間部門の諸商品と債券残
高の超過需要が増加するか否かである。つまり
数学的にはi上式での∂ｘｉ／∂ｐ。ｏと∂b,,/
∂ｐ。ｏの符号である。予想価格の弾力性が一以
上で∂（ｐｉｌ／ｐ。ｏ）／∂ｐｊが正のときに，∂
ｘｉ／∂ｐ。ｏと∂ｂ８／∂ｐ。ｏは正と考えられ
る。逆に予想価格の弾力性が一以下で∂：（ｐｉｔ／
ｐ。ｏ）／∂ｐｊが負のときに，∂ｘｊ／∂ｐ。ｏと
　第一章で,ｊ Keynes が貨幣賃金率の変化がF‾資
本のj限界効率トを通=じで新投資に与える影響を
考察したことを紹介した。貨幣賃金率が低下し
たと∧きに将来の貨幣賃金率がさらに低下すると
予想すれば,=………今期の投資よりも将来の投資が有
利となり，今期の投資需要を控えることがあり
うるノこのとき貨幣賃金率が低下すると新投資
需要Iも減少し，生産物価格が貨幣賃金率以上に
低下するか:司実質賃金率が高くなり，失業は一
方的に増加し続けるのである。このケースは上
述の予想価格が弾力的であぐる場合に相当する。
なお続いて第二部で検討するHarrodの理論
は√予想価格が弾力的であくる場合に相当する。
Harrodの不安定性論の要点は，今期の価格が
上昇すると将来の価格はさらに上昇すると予想
し，投資需要を増加させることにある。
ケインズ理論と不安定性（越智）
　　　　(注)
剛　Lange[11], p.33｢現金残高の実質需要は，
　　あらゆる予想価格が非弾力的な場合には現行
　　諸価格と同一方向に変化し，あらゆる予想価
　　格が弾力的な場合には諸価格と反対に変化
　　し，予想価格がすべて一に等しい弾力性もつ
　　場合には全く変化しない。｣
(2) Mosak[14], p.156｢前述の議論から価格期
　　待が弾力的である場合には体系は不安定とな
　　る。なぜなら代替効果に限っていえば,今期の
　　価格が上昇すると期待価格はそれ以上に上昇
　　するから，超過需要は増加する。｣
　　　　　　　　　[数学注]
　便宜のために，本文中の表現を次のように変更
する。
①　第ｍ財を労働とし，労働需要をＸ♂，労働供
　給をＸいで表す。
②　第ｍ＋1財を証券とし，利子率ｒの代わりに
　証券価格をｐｍ＋1ﾀ　実質証券の超過需要をＸか｡1
　で表すレ
③　労働者が予想する消費財一般の価格指標を
　ｐｅで表す。
④　今期の価格であることを示す添字を省略す
　る。
すると体系は
　X, (P,/P。
　　　　　　　　……,ｐｍ．１／ｐｍ,ｐｍ,ｐｍ＋1)＝０
　　　　　　　　　　　　　(ｉ　＝１～ｍ－１)
　χｍ（(ｐ１／ｐｍ，･･……‥,ｐｍ_１／ｐｍ,ｐｍ＋1)
　　　＝Ｘ。ｓ(ｐｅ／ｐ。)
　χｍ＋１(ｐ１／ｐｍ。
　　　　　　　　………ｐｍ_１／ｐｍ,ｐｍ，ｐｍ＋1)＝0
とかける。但し，各関数の偏微係数を
　x,, = aχi／∂(pj／ ｐ。)，
　χi。＝∂χI／∂ｐ。
　χimぷ1＝∂χi／∂ｐｍ＋17
　X♂に∂Ｘ／／∂(ｐｊ／ｐ。)，
　χ♂ｍ＋1＝∂χ／／∂ｐｍ＋1，
　Ｘ／＝∂Ｘ。ｓ／∂(t)ｅ／ｐ。),j
　χｍ＋1j＝∂Ｘ。い／∂(pj／ｐ。)，
　χｍ＋1mニ∂χｍ＋1／∂Pm,
　χｍ＋1m＋1ニ∂χｍ±1／∂Pm+1
　　　　　　　　　　　(i√j　＝｡1～ｍ－1)
で表し，次の行列式△の各要素の符号について
(①：正，⑧：負，？：不定を表わす。但し，ｑ＝
ｐｅ／臨2)
△＝
????????‥ ‥???? ???―?＝?
　①　　‥・
χm“1　‥・
　①　　…
χm+11　　●・
● ● 　⑥
χ1m-1
　　●
　Ｂ
Ｘ Ⅲ-lm－】
田
χｍ“ｍ＿１
　①
χｍ＋ｌｍ－１
　？
　χ
１ｍ
・　●
　　？
χｍ－ｌｍ
　ｏ
ｘ
ｍｓ'ｑ
　　？
χｍ十lnl
　　①
　χ
1m＋l
　　●
　　田
χｍ-１ｍ＋1
　田
χよm＋1
　　⑧
χm卜ｍ＋1
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を仮定する。このとき労働以外の諸商品（ｉ　＝１
～陽一1）と実質証券の超過需要は，ｐ１～ｐバ利
子率以外の諸価格）について
　　＞　　　　（正の）非同次の
ｘよ＝Ｏくyﾆ⇒　　Ｏ次同次の
|
超過需要
　＜　　　　（負の）非同次の　１　　　■・
（ｉ　＝１～ｍ－１,ｍ＋1）　　　｡･
のような性質を持つ。またこの体系め価格の調整
過程を
?ＩニX,
？ｍニ･ｘｍ(１‾ｘｍｓ
ｐｍん＝ｘｍ十ト＼
(i = 1～ｍ－!）
とし，体系の安定性を仮定する。さらに，諸商品
（ｉ＝１～ｍ）と実質証券の超過需要についてｐ，
～Pm+1に関する粗代替性を仮定する。つまり，
∂ｘｊ／∂P,<0　　（ｉ　ﾆ=１～ｍ－１）
∂ｘｉ／∂ｐｊ＞０
　　　　　　（ｉ，に１～ｍ十１，ｉ≠ｊ）
∂（Ｘ♂－Ｘ。ｓ）／∂ｐ。＜０
∂（Ｘ♂－Ｘ。ｓ）／∂ｐｊ＞０
　　十　　　　　（j　ヒ１～ｍ－１,ｍ＋1）
∂ｘｍ八／∂ｐｍ＋1＜０
∂Ｘ。卜／∂ｐｊ＞Ｏ　　　（ｊ　＝１～ｍ）
である。すると, Mosak［14］(P.49～51）より
△’＝
e　　　　①
χ11　.I‥IχLml－1
???
　①　　　　　　GE）
li命干X1” 十X1°゛1
　①　　　　　　田
Pm
ヶ¨‘XWぎ‾「上Σｘm二li
」ふ十X
_j^
　①　　　　①　　　　　　日
χｍ一lm+!
　　①
jりrごＬ･･Xm+iiti-1∠Σｘm411⑤十Ｘよlm ｘ｡+
im+l
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において，　　　　　　　.･　…………………
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となる。〉△ljを,△の余因子行列式:とすれば√………
　d:Ｘよ＝χ／／ｐ。べΣΛ(△i。／△)入ｘi。上
　　　　　＼ダ　十(△ふふ∠△)△χよim} d P''
という結果をえる⊇こにで‥‥‥‥‥‥　‥
　△＝△'　　　　　……＼　ト＼　　‥　∧　ト・｡
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であるかち/△にづいて,∧△　　…　………………
△△。／△＜Ｏ　　　　Ｏ＜ニ↓ぺｍ－１,ｍ干1卜
が成立する。したがってｄｘご／ｄｐ（の符号は√
ｘｌ。(ｉ≠１～ｍ二1,ｍ十壮大の符号に=よづて吝ま＼
る。そして労働以外の諸商品子i =1～ｍ÷Ｄトと十
実質証券の超過需要が非同次丁ぐ√しかも正の非同
次(Ｘぷ＞O)=の/とき=には(Ｌｘｊ∠ｄＰｅ＞Ｏと=なるレ
つまり不況で失業が存在ずるとき，労働者が予想
価格ｐｅを切雅下げjだとしても√＼雇用量は減少し
失業は解消するどころか拡大するのであるﾄ。･逆に
負の非同次(Ｘよ＜O)のとぎにはｄｘＪ／ｄしｐy＞<
Oで，労働者が予想価格peを切町下げると√雇用レ
量は増加し失業は解消する:。　＼　犬＼十…　……
　第四節＞予想価格の弾力性と通時的体系…………jlj
第一節ヤ第三節では,ﾄ非同次体系辻間する諸……，
説を紹介したが，これは才時的な分析亡万あ＼る点……j
で不十分である。そこで本節で:は,ﾆ第一章第三　ナ
節と同権の通時的な経済を分析するレそして前○/し=万Ij
を新しく導入す
(･＼第二章第三節で紹
単力性が投資に与え
こ首投資が利子率だ
ｙｐ/に=よﾄうて算出し
さくれ,るごとしようレす
にﾆで投資が利子率だ
=,ﾚ皿/p ')1…………(5)
|ﾉの価格がそれ以上の
ヤある√他方，労働
Eに√十の弾力性を持
考の価格形成lは企業
うすﾄと√＼
(8)
ﾄ……………　……(9)
〉式=よサ√今期の価格
お系をえ=るレこの定
価格ﾉは十定植をと
価格七等しくなる。
が実現しでいる
の通時的な運
るｿのは,十この
実現する:定常状態に収
レごでレこ=の定差体系の
ケインズ理論と不安定性（越智）
安定性を分析すると:次のようになる。i定差体系
の解λニは,企業家の予想価格の弾力性が一より
大きいときには正の値をとるレそして，その弾
力性が一より十分大きくなると，解は一を超え
体系は不安定となる(1)。つまり,:たとえ完全雇用
を実現するような定常状態が存在七たとして
も，企業家が弾力的な価格予想をすると，体系
一
一
ﾔ］
(ｐ・クｐ')十
(w/P) =……d･:とからｐ)'･．
⌒･　ｄｒ'ｒ － 一一一－
　　　　　ｒ　　　　　　　し･
は定常状態に向かわず尭散的な運動をするノも◇（lj丿叫∧吟垢７）
－　1111.-.　ryゝ「rf､6･r1･.､･　ゝ　ゝ.-ヽ･　llゝrl♪､~丿･-ゝtlか．し初期に失業が存在したするとi失業は解消さ
れるどころか一方的に拡大するのである。
　本節では経済全体に重要な役割と果たす投資
需要について，企業家の予想価格を考慮した体
(ｐリブ)＝(lに言写)
(゛ﾌﾟﾌﾞ叫ﾌﾟﾍﾞﾄﾞﾉ.ｅ)
?????』
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系を考察した。これより，たとえ尭全雇用を実　影丁　Ｙ　■ d (w/Pト（０
現す今牢常状??が存在したとしでも，企業家の　Ｅしiに÷．訃やo
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の経済は不安定となる。つまり初期比失業が存　EI2ニ　　レフ∂（ｗ／ｐう＜０
在すると，完全雇用どころか逆に失業は拡大す　＼Ｅ
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初めてえられる結論である。 Keynes は，貨幣賃　十　　　　　ノ
金率の変化による失業解消の可能性について悲
観的な見解を持っていた。しかし, Keynesの分
析は一時的分析に/とどまる故に不完全である。
よってKeynesの結論は,万第二部において展開
される通時的な体系を分析することによって補
強されるのである。　　　　ト
　　　　　（注）
　巾　（5）～（7）の体系は，
　ＳｊＹ（ｗ／ｐ）＝Ｉ（ｒ，ｗ／ｐ・ｐ／ｐｅ･ｐｅ／ｐ’）
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となる。これよりｐ・／ｐ'とＭ／ｐｅが変化すると，
現実の価格と予想価格との比ｐ∠ｐｅは
(ｐ丿ｐｅ)ニーEI2恥(争‾Ｅｓト(ｐｅ丿ｐ')･
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となる。この関係を　。．
　ｐｔノｐｅｔ＝Φ（ｐｅ／ｐ≒M/P ｅｔ）
とかき（8），（9）式に代入すると，
　P't+l=f {Φ（ｐｅt／ｐ’t,Ｍ／ｐｅt）ｐｅt｝
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をえる。　これより√　　　　　し
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　　しＭ／肘t………l:∂ゆ………ＥｙＴ十Φ十‘丿(Ｍ／ｐｅよ
　十二二ド(勺千鳥トざ∧
という関係をえる｡∧こめ定差体系の解λΛは0=と
／λ＝一卜工よ･＼(=Ej二1)伴(1一耳。)………
で√さらに　　　　　Ｉ‥　犬　十Λ
λ－１＝ベアＥ丿・(1－Ej)¬EIふ………　万
とかける.＼ここで　　し　‥　＼　　　　▽　　……………=万…………;.1°1･.･..
　　ト･Ep)>0√OぐＥ:．ぐ1‥‥‥‥　‥‥‥‥　‥‥‥j∧ﾚjjj･……1･ .･.
なる関係が成立する∇からい予想価格の弾力性Ejが十＼……:=………
－を上回ると/きﾚにはλ〉Oであ％ﾚ才らに予想価格………＼………ﾚ万,=ﾌﾟ万:
の弾力=性E1が¬･より十分に大きいときjには＼λ＞=1…………:=ﾔ1=l…………Ii:
となり，体系は不安定どなる．＼…………:　　‥‥‥‥=ﾉﾚ.:j:::J=
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……=▽　　　犬　‥‥‥‥‥‥‥　‥‥‥　‥‥‥‥の稼働水準は次期の需要により決まるから,し今
　第二部っ不安定性論犬　　∧　　ト　　　期=の投資で拡大する生産設備が，ﾉ次期にその企
　　　　　　　　　ニ　レ　ニ　　　犬　　業の最適水準で稼働ざれる保証はない．犬しかし
　　　‥　　　し　　　　　　　　　　　　　　　　　この最適状態は, Harrodの「保証成長経路上に
　第一章　Harrodの不安定性論犬　　　おいで実現可能である√つまり毎期生産物市場
　　＼　　　ニ　　　　　　　　　　ノ　△　　　で需給が一致し＼，毎期の投資によって変化する
　第一部で検討してきたKeynes, Hicks,　生産設備が毎期正常稼働する経済成長経路であ
Lange, Mosakの分析は，「一時的均衡」を扱っ　る．このとき経済全体の貯蓄率をＳ√企業が最
てぃる点ではようたぐぉ･なじである．また，経　適と考える設備の必要資本係数をＣよい保証
済主体が将来の価格予想をもとに今期の需給を　成長率をＧ↓で表せば，
計画し，今期の価格変化に対して将来の価格が　　　　　　　　　　し　　　　　　　　　　大
同方向にそれ以上の率で変化すると予想した場　し（lｗＣｒ＝ｓ　　・.･･.･.･..・.　　･.　.･.　　　　･.　　　･･
合，一時的均衡は不安定になるという結論も同　とかける．他方，現実の生産の成長率Ｇにつぃ
じである．しかしわれわれが目的とするものは　ては現実の資本係数をＣで表せば,十▽‥
一時的均衡の分析ではなく，一時的均衡におい
で与件と:して扱われた経済量（資本設備ﾚ嗜好）………Ｇ
ｃニ９ｓ　．　･･　．・．．･
．．・　　．・．
小√経濤体系の内生変数として時間を通じて変＼万但いＧでＹ／!’
ＣﾆﾌﾟＫ／こ　＼
化するモデルである．この体系におい･て,∧貨幣　＼　　ﾆＹ丿生産亘’Ｋ’牛産瞑備　　十／
賃金率の変化が時間を通じで失業を解消する働上となる．そして必要資本係数Ｃ。が現実の資本係
きをするか力i問題である。Hicksや工angeは資　数Ｃを上回るとき√今期の生産を行うのに必要
本蓄積の効果を分析することにょって，この通　であった生産設備が現実に存在せず，生産設備
時的体系の運動を考察してぃるが，貨幣賃金率　が不足していることを意味する．このとき企業
の変化を考慮しておらずきわめて不十分であ　は投資需要Ｉの増加率を拡大させる．つまり，
る．また，資本主義にとって成長は常態である　投資の成長率を　　　　　　　　上
と考えられるが，成長にっいての考察もこれら　　　　・　　　　　　　十
の分析では十分に取り扱われていない．したが　　
（Ｉ／Ｉ
．
）ニ１　　十二　　．･　　　＼
つて，一時的均衡において与件として扱われた　で表せば，企業の投資行動は
「資本設備」などの経済量が，経済体系の内生変　　：　　　十　　．･．････　　　　　．･．　　　レ
数として時間を通じで変化する体系で検討ずる　ニi =h
(C「‾Ｃ」’ｈ＞Ｏ　　十　　/（1）
べきである．つまり，経済成長を考慮した通時　とかける．いま生産物市場での需給一致
的体系にょって考察を行わねばならない．　　　ト　　　　　　二　　，
　資本蓄積の経済に与える影響を士分に考慮　　Ｉニs Y, I一新撰資　　　　/ニ
（2）
し，成長を明示的に取り入れた通時的体系を打　が成立しているとしよう．すると貯蓄率一定の
ち立てたのがHarrodである6本章ではHar-　ﾀﾞもとでは，投資の増加率は生産の増加率と等し
ｒodの理論を簡単に要約し，その問題点を考＼え　　くなり，結局経済は（1）式より
ょう。　　　　　　　　　
Ｉ　　　　十　　　　　（1＝工　･（Ｃﾚ上Ｃ）　　　　　　　　ト
　第一節　Harrodの不安定性原理について　　　という運動方程式にしたがう．ここで貯蓄率ぷ
　犬　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　定のもとでは，現実の生産の成長率Ｇが増加す
　＼まず, Harrodの不安定性原理を簡単に説明　トると現実の資本係数Ｃは減少するいしたがうて
しょう．企業による今期の投資は，次期の設備　初期において,必要資本係数Ｃ，が現実の資本係
の正常稼働ﾉを目的とする．ところが次期の設備　＼数Ｃを上回るとき現実の生産の成長率Ｇは増加
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するから√ﾄそれが現実の資本係数j（をさ⑤に低∇……万=d･eeme
下させる6……よづて現実の生産の成長率Ｇが二方＼……=ﾉ.一汗:柿妙ﾉﾌﾞﾉ:皿皿貯七定義丿町＼y.ﾀﾞ"Exく沿心iｿﾞinvest-
的に増加すjる．トこれがHarrodの……｢不安定性原‥::ｽ細面トトrelated･=.……ｿ･:如………=:=｣4………=.･14:･6t)･φd→for･.万〇ut-turn,
理｣であるり)レ　　………j　……ｹｯ上……………:……:･whic
＼この不安定性原理においで,……問題となるしのは…………J万jねV61
まず｢保証成長率トという｣概念であ]るノさちピ＼::1::め;=よ｣
不安定性に重要な役割を果たしているのは企業＼＼ﾉ石甲6･
の投資行動であるが, (1)式の投資関数は様々な…………=万,こ:j
問題点を含んでいる丁そこで以下/の節々は√＼ト〉=で稼
　卜辰ふと成長率｣にらいて………………………：………:………:
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jJ万
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①)寸必岫縁係齢＼にづい七………………………十ﾉ……jyﾌ::?j万万:
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.万一
誓
,
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　　　∧……………:=　　　ニ‥‥‥‥‥　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥Ｈ函ﾅ1
の三Tつめ問題点をとり＼あﾚげ,玉arrodの｢不安定………白万=生産」｣
性原理｣=について検討しようよ……………………:……=万力゜よ万来J
　　十(注)ト　＼　＞犬
(1) Harrod上[4]犬第三章
　第二節:……不安定性原理の修正…………………………
　本節では前節であこげ七Harrodの不安定性原
理の三つの筒題点を検討し,……そ｡･れらを修正しか
不安定性モデルを提示する。十六　＼十∧……l
　　(一)/　[保証成長率1に=ついて……………
　Harrod 0寸保証成長経路]＼を，｢毎期生産物
市場で需給がニ致七√毎期の投資にようで変化
する生産設備が毎期正常稼働する経済成長経
路｣であること定義ずる。Harodが丿保証成長率｣
をこのよう∇に考えた理由は次の遣りであるレ＼
　Harr:odは投資を犬　　‥‥‥‥‥‥‥‥　‥　‥
　　①事前的投資(ex-ante investment)犬………
　　②事後的投資(ｅｘしpostしinvestment卜十
　　③適正投資(justified investment)………万
の三つに区別していjる川。∧①:と②の区別は需給
が一致しないときに生じる‥(呪そ△して①=七大③の
区別はHarrodの理論にとﾌﾟうて決定的である。………ｊ
Harrod……に
を”an ideaトamountヶof i瓜estment, being an:……=万1:
amount, neit恥ｒしmoreニｎｏｒく!ess,六面司ch∧iS………I=
事前的投資と適
る/J…………し.=Iだ.･力1.･.つ.て
＼(以降○将来)に
　　　　　　　ニ　　　ケインズ理論と不安定性(越智)　　　　　　　　ト
であるか不足であるかは，正常(平均)資本係数っを判断していたと考えられる(3)
と現実の平均資本係数との比較により.わかるも　　犬　　･･．・　．･　･．　　　･･　･･
のである。そこで本項では, Harrodが資本の過
不足の基準として資本係数の限界値を用いでい
る理由を考え/よう。ニ　　　　　　　　　　ト
　Ｋ
K,
Ｋト1
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Ｙ
　　　　ＹトI　　Yf-,　　　　Y,　　　yw
　Harrodは｢必要(限界)資本係数Ｃ」ま設備の
稼働状況によって変化し，設備が過剰である場
合は必要(限界)＼資本係数Ｃ，が技術的条件によ
って決まる資本係数(正常(平均)資本係数ｋ。)
を下回る｣としている(2)。これよりHarrodは必
要(限界)資本係数Ｃ。を上図のように，前期に設
備が正常稼働したかどうかは問わないで，今期
に正常稼働した場合の限界資本係数を想定して＼
いると考えられる。つまり必要(限界)資本係数
は。　　　　　　　　几
　Ｃ，＝(Ｋｔ－Ｋト1)／(Ｙt゛一Ｙt-1)　　　　ニ
とかける。このとき前期に設備の余剰が存在す
るときには必ず,必要(限界)資本係数Ｃｊま正常
(平均)資本係数ｋぶり小さくなる。また図から
わかるように,現実の限界資本係数Ｃと正常(平
均)資本係数ｋ。の大小関係は必ずしも，今期の
資本の過不足を示さない。しかし，現実の限界
資本係数Ｃが必要(限界)資本係数Ｃ。を上回る
ときには必ず，今期の平均資本係数Ｋｔ／Ｙｔは
正常(平均)資本係数ｋよりも大きくなり資本
は過剰である。したがって, Harrodは必要(限
界)資本係数と現実の限界資本係数を比較する
ことによって，正常(平均)資本係数と現実の平
均資本係数の大小関係をとらえ，資本の過不足
　　　　：（注）犬
　(1) Harrod［4］ｐ.｡86，［7］ﾀﾞp.34
　（2卜Ｈ･arrod［3］para.10………
　（3）こめ議論は，置塩［17］p.178-180による。
　　（三卜「投資の増加率」にういて
　Harrodの考えた投資行動は,つ資本の過剰ま
たは不足に応じて，投資の増加率を変化ざせる
というものである。そして資本の過不足は，必
要（限界）資本係数と現実の限界資本係数の大小
関係で判断されている⊇しかし前節の議論にょ
って，これは正常（平均）資本係数と現実の平均
資本係数の大小関係と同ﾀﾞじであることがわかっ
た。そしてHarrodの投資関数のいま一つの問
題点は，投資の増加率:iを変化させることであ
るレ本節ではこの点につい:七検討しよう。
　いま正常（平均）資本係数をｋ。，現実の平均
資本係数をｋで表せば, Harrodの投資関数は
上述の議論から　　ニ　　△
　ｉ＝ｈ（ｋ。－ｋ）　　　　　　　　　　　／
　但し，ｋ＝Ｋ／Ｙ　　　　　　　‥　　　‥
とかき直せる。この投資関数を想定したとき，
経済体系は必ずしも不安定でないことがわかっ
ている。ある初期的な状態では，たとえ経済が
不均衡状態であっても均衡状態に向かう場合が
ある。これが第二の問題点である（1）。
　次に，投資水準Ｉを純投資と考えると決定的
な問題が生じる。景気の停滞期で生産設備の損
耗が補填されない場合には，純投資は負の値を
とることがありう=る。そのとき
　（Ｌ／Ｄ＝ｉ　　　　　　　　　　づ
において，投資水準は増加していても投資水準
Ｉが負であれば，投資の増加率ｉは負となる。
このとき（1）式の投資関数では,資本が過剰であ
るときに投資の増加率ｉを減少させるから，結
局投資水準を増加させることになる。このよう
な投資行動は合理的ではない。これが第二の問
題点である（呪　　･。
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減させているという投資関数を考えよう．つ求……………j費
り，　＼　　　　　　　…　…………………………の
　　(Ｉｽﾌﾞｋ)〒ｈﾌﾟ(＼ﾔ……＼………j……万………
…(?)……=yjl
j
･･..
･ス
であるノこめ投資関数では生産設備量は定義か………投
ら正であり√第二の問題点は生じない√またこ＼ノとヶし
の投資行動によプて経済は,ﾄ(2):,(3)式より体系
は　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥：　‥‥　‥‥　‥
　(ＩノＫ)毎灘{k。－sﾄ∠(Ｌ／Ｋ)。}ニ‥　｡･(4)
となひ,/初期に経済が不均衡状態であると＼き犬は
必ずi.･･ブ方的にその不均衡が拡大する(町したが
って第÷の問題も解消さくれにHarrodが想定し
た投資行動ｿより,も△こめ投資関数の方が,ｍ!rrod
の不安定性原理を叙述するには適当であ=るノとい
えるノよづて,□われわれは以下の議論で･はこ四
投資行動を採用する。そしてレ(2)√心)式の体
系がHarrodﾚの不安定性原理を修正したモデル………::=
である。‥‥‥‥‥　　‥‥‥ｊ=十‥‥　‥　∧　／　　　犬
?????
??
??
　ユ(注)　　＼………1　：　ノ　‥　＼
置塩寸16卜第二章第三節＼　　==…………万
置塩て17]第五章第宍節……………j＼=＼……
:置塩丿16]p.75 ，イ17トt).j185乍参照ﾑ
　第三節ダ不安定性を緩和する要因について………゛[口ﾆｻ万=淀
∇　　犬　十　………g………………ニノ1………=ご万万要::因を
　Haｒｒod扁＼不安定性原理が経済にｹﾞとうTご最上は√ｿお
も基本的な要因であjつて,十以下のよう=な諸力が……1………_
1
:j7,万万九
作用七ﾝたとしても，不安定性に重大な変更はな
いとしている(ﾘ。　犬　十十…………………………
　(ｲ)利子率の変化‥‥‥‥‥‥‥　‥‥‥‥‥
　(ロ)技術代替の可能性……………………………ﾚ∧………
　㈲貨幣賃金率jの変化………犬…………＼十=j万犬……
　これら:の諸力が不安定性に与える影響にづい
て, Harrodぱ次のよjうな説明をしていﾚる万．･Har-……………IJさ.･･:..･く･.:,･.J ･1な.･j る1･.:乙=に･.:'．
rodは,川利子率の変化とj同技術代替の可能性〉◇
を一つの問題としで考えでい丿る。二づまﾉり利子率
が低下すると資本が相対的=仁安価に:なヶるから,し
本家ﾌﾟに……とう
I
で
I
矛り子負担は
めで=はﾚないから，し利子率
辻決定的な影響をもたら･
卜釧の貨幣賃金率の低下
に入Tる前に十分な
7かによレゴで=結果が異なる
＼十分な投資意欲があづた
過程をとどめ
不足している
は少なﾉいとし
裟家め抱く投
lを否定する要因には
こﾚよﾉう＼で不安定性を緩
士ず√不安定性が常に
凪∧Harrodの見解に
Uす=る要因をい/くつか
t=らｹﾞのj要因ｹは↓……そ万の･吐
頁で寺.るよﾀﾞﾚj･･=..
l/を小さﾉく,する要因
……の不安定性原理を修
ﾄごの毎デルを用いて
を小さぐする
l度](発散度)が小
ケインズ理論と不安定性（越智）
　(ａ)利子率の存在　　ニ
　(b)投資関数の性格△
　(ｃ)技術代替の可能性
をあげることができる。まず利子率の変化の効
果については，多くの研究によって不安定性を
弱めることが知られている。次に, Harrodの不
安定性原理を成立させる要因は,主に(4)式のよ
うな形の投資関数にある。この投資関数による
と，今期の生産物市場の需給関係にとって新投
資需要は所与である。この性格が変更されたと
き，経済体系はいかに変更されるであろうか。
さらに，生産要素の相対価格の変化に応じて技
術条件が変更される可能性が考えられる。
　[3]の¬一方的発散過程を反転させる要因に含
まれるものとしては，貨幣賃金率の変化をあげ
ることができる。そこで以下の諸章では，これ
らの要因を考慮したときに経済の運行がどのよ
うに変化するかを考察する。　　　　　　　／
1）
2）
　　(注)
Harrod
Harrod
圃
[7]
第三章
第三章
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と消費財の二部門モデ御を用いて検討するよ二∧二言N
-一一にﾐ=●-･--･ ● ﾑ　ｰﾐ.・　･=･･a-･-　~r.●　・ゝr.p-･ゝ●6･･...･･･‥･.･ ･
部門経済を考え/る根拠は,]資本主義経済におり
ては広汎な寸社会的分業上ﾚが支配的だかﾚらであ十]j=1ｽ==
る。生産財と消費財の二部門ギデル寸は，/投資十二ﾉ＼
W･tj 一一a--jij｀--●●丁/-/･W.-　--I‾IW　･゛ ‾･-J ･-/-/- ■■■■■■■■
の反応係齢膳きく↓＼jE産対部面=に則元正常犬……=＼＼……:?万万1
'/4/-●j●LJ･IZI¶7ゝZゝ″-し4　－.17 1･---･ZJ-a/｀4か41゛|り･-"-.'/｀ﾐｰ｀=-゜･iJ　･.･..=.･..‥‥‥‥
稼働時め:産出一資本仏薮が大ぎいぽど,五産財＼……＼/………:'yﾀﾞ:ﾌﾞT
＝･=･･　-　-･ --･ふｰ-　■■■■.㎜--　･･a･･･- ・　.・　-･●-●●　・ ■■　･･J ･.■■
部門の資本蓄積率は）時的に減少する可能性が……………11 I…………ri午
ある。しか:しゃがで上方への=乖離運動に/ぱいjり，∧∧∧りﾚ午］
経済の不安定性は解消されjない。犬　　　　　……'=1°
　第Ｔ節･･モデル……………ニ　　　　………………J: =･
　　　コ　　　ノ　　　　ト　コ　　‥‥‥‥　　‥‥‥‥‥‥‥‥‥1
　まず論点を明確にするために√以下の簡単化ニ……万:I;
の仮定をおく(1)。　　…………＼ニ…………………………:万｡･1
[1]社会:め全構成員をし｢資本家｣つとプ労働………｣……:J:･……………=T………で万.･
太Ｉ Ａ∠］４よ人心よ＼］４しふ心ふｿふレ乱…………:＼:R,者」め二階級此必ける．才脊本永ぽ生:産．ﾉ挺＼……ﾚ､宍…… …ﾕII:万
:万万」
､乙　･.二二、..ゝl、l.ゝ･ﾀ一　　･･ゝゝ･丿1〃「ｴﾀ･､、ゝゝﾀ.rJ⌒「ゝ.rr嗜　･‥･.‥ふ.･.」
資に関する決定を行い，:労働者は労働を提
供する。　　　‥‥‥‥‥‥‥‥　‥‥
［2］経済は,犬「生産財部門↓と/「消費財部門」ﾚ1::=2]経済は,犬｢生産財部門｣‥と/｢消費財部門｣ﾉ……十二=ﾉ]1………Il｣｣ぶ
の二部由亡構成さ八二臨前八鋤肯お示……
I
ﾉ………:j……千万=:j=万=yに竃
■■　　　　　　■■■■　　■■:　　.　■■♂･　・　　・ .･.・　.･.Sd.･･･..･l･
産財と労働を用いて生産を行う√＼　ト∧
［3］原材斜め投入==ぱ無視こし，生産財は固定
設備のみとするノその耐用年数は無限であ
＼り，置換需要jは捨象こしうﾉる。……つ∧……
圖/両部門に据え付け/られた生産設備廠√
部門間で転用できない。＼犬‥‥‥‥I
[5卜二両部門の生産技術は変化しない。九万　…………=
[6]労働者は，今期の賃金所得を全て消費………万==
のために支出し,:資本家の消費は無視する6………ﾄ………i:j
したがって社会全休め貯蓄は,二資本家の利ト∧万………………し………万万ﾑ=
潤所得に等しい。
　今期，生産財,ノ消費財の両部門にj,べ生産設備1/≒/に:Ij=1万万=jl=t
K1√K2が存在七√新投資需要がIl, I
2〕だけ貯＼Ij=J=万万万万=
るとすると，経済のブ時的状態を以下の10式で…………
Iﾉ:ｿ……=:……J;lj;万,:万丿
表記できる。　　　　＼
ト
…
…
…
…
…j…………万…………に1万
I
jjlj万
万
:
万
j
万7……(R1/R2)
????????? 〜?
＼)≠伴（回
鄙門,………2j:拒
量卜……j
0＝1･,2）
6ト生産技術不変の
:(↓= 1,2)
を行う資本家
ﾚ(ち)逼しn
2
}
…
…=ﾉれ:1)………………　二
皿〕２)………R./R2
(5)
???? ?（?）???
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(6)～(8)式よりRi5 R2を消去すれば，
　几＝{ｆ(ｒよ勇一ｒｊ／λ　　　(９)
をえる。さらに供給態度を示す(1)，(2)式ど(5)，
(9)式より，両部門の稼働率ｘiについで，
　ｘ1＝(g1十g2λ)∠び1　　コ　　　(10)
　　　ニｘ１(ｇ１，９２，λ)
　ｘ戸ｆ[ｒ２り≒(ｘバgCfλ)),λ}ト(11)
　ニ　＝ｘ2(g1，92√λ)
という関係が成立し，91，92，λが与えられる
と，両部門の稼働率ｘiが決まる。　一
　ここでKi, K,, I 1，
J
2，
したがってg71，92，
λの運動を考えると，(10)，(11)式で示ざれる
一時的均衡の通時的な運動をえる。たとえば，
各部門の稼働率ｘj･が正常水準を上回る場合
(ｘj＞1)には，各部門の資本家は資本蓄積率Si
を上昇させるという投資態度をとるとしよう。
(逆は逆)つまり。
　91＝β(ｘ1－1)　　　　　　　　　　犬上
Ｉ聡＝β(ｘ2･－1)
　但し, g,= d g,/d ｔ ， β＞０
である。この２式に(10)，(11)式を代入すれば。
　g
1ニβ{ｘ1(乱，9 2．
λ)－1}　十(12)
　恥＝β{ｘ2･(乱，聡，＼λ)二1}　　　(13)
をえる。さらに部門比率λについては定義=よ
り，
　λ＝(ヌ2ごg1)λ　　　　　　　　･(14)
であり, (12卜(14)の３式よりSi,･･g2,しλの３
変数の運動が決まる。
　まず，この二部門の勤学モデルの均衡値を考
　：　　　　・　　　　　　　　　　　　　　　　　・　。●●えよう。均衡点では, (12)-(14)式においてg1＝
恥ニλ＝Oである。ここで生産設備が正常稼働
で，
　ぺi＝f(ｒi)＝1　　　　　　　　　　　　●
を満たす資本家の要求利潤率をｒ＊とする
と(2)√　　　　　十
g *= g *= g*= r *>0
λ＊＝（び１－ ｒ＊）／ｒ＊＞０
37
(15)
(16)
となる。　　∧　　　　　　＼
　(12卜(14)式の微分方程式の運動を分析する
前に，準備として均衡点(ｇ＊，∧ｇ＊，λ＊卜にお
ける両部門の稼働率関数ｘ1，ｘ2の性質を調べ
ておこう。ト　　　　　　　　　　　∧
　生産財部門の稼働率ＸＵよ(10)式より，
　　(∂ｘ１／∂ｇｌ)＊丿=＝1／び1
犬(∂ｘ１／∂ｇ２)＊ヒλ＊／ぴ1　　　　(17)
　　(∂ｘ1／∂λ)＊＝ｇ＊／び1　　　十
　　但し，＊印は均衡点での値を示す。　十
さらに消費財部門の稼働率ｘ2については, (11)
式において田，(2)，(9)式を考慮すると，
　　(∂しＸ２／∂ｇ１)＊＝ｋ＊／び１　ｊ
　　(∂ｘ２／∂ｇ２)＊＝ｋ゛λ’／び1　∧
　　(∂ｘ2ノ∂λ)十＊〒－ｇ＊／(とy1λ＊)
となる。ここでｋは(9)式において，生産財部門
の利潤率ｒ。の変化に対する消費財部門の利潤
率ｒ2の反応を示す。このｋは均衡点において
は，。
　ｋ＊＝且∂'ｒ2／∂ｒ1ト＊　　大
八　＝{ｆ'(ｒ＊)勇一1}／λ＊　･･　　　　(19)
となる。ｋ＊については，上式を変形すると，
　1十ｋ＊λ＊＝ｆ'(ｒ＊)び1＞O　　　　　(20)
が言える。また，(5卜(8)式の一時的均衡体系の
安定性を仮定すれば，両部門の稼働率関数の弾
力性は，　　　　　　犬　　　　　　◇
　0く£i= r, ｆ' けi)／f(ｒi)＜1　　(21)
を満たす(3)。この式と(16),(19)式より　　／
　ｋ＊－１＝び1(ε＊－1)／(勇－ｒ＊)＜０
　ε＊：均衡における稼働率関数の弾力性εレ
となり結局ｋ＊は
　－１／λ＊＜ｋ＊＜１ 巾）
　38　　　＼　　　　犬＼高知大学字策始膳告△縦面ス辱ノ………回面ソ尚ザ……=在長れ示ニ……，ノ]…………=………j
ｇ＊，λ＊との乖離を　………………万　し．
　y, = g,-g*　　　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
　ｙ２＝ｇ２プ尽＊　　＼　　十十　……………(=23)
　ｙ3＝λ－λ声　犬　………………j……　…………
と定義する。(17),(18)式を用いて(12卜(14)式
の微分方程式は,し　…………………
　ｙ･√＝h･(＼ｙ1十λ＊ｙj十＼ｇ:゛ y‥3)……=………j　｡･
　ｙ2ミh (k*yi十ｋ゛λ･＊こｙ2ヤｇ ？ｙ＼3ノλ＊)つ
　ｙ３＝了ｙ２－ ｙよλ’　二丿　二………………
　万但し･h十βﾉ／゛1十………十万………:.･ .･り
という線形体系老近似老き：るノこれぬ特性方佐∇………岸万財
式は(16)√(1り)式を用いるﾉと…………=…………万……………=j万ゆ1･.゜.y･=ｽﾞ9.･に
　（
引√Ｄニト☆☆＼（引如☆:＼＼……:…
…jj
万
ﾌﾌﾟjV
=
j
となり√Ｌつの正根ｓ ＝しfﾌﾞ(r)β･と↓万ﾝ
を持つレしかカヅて(24)バ2.6)翼の→般解は√ヽニ………:=や1:･m
　ｙｌ(ｔ)＝Ａｌｅｓｌ十BiC oへS＼(βイレtナe^)｡
　ｙ2＼(Ｏ＝Ａ２ｅｓ叫召ｊＣＯＳＪ(炉/2＼レト∂2=)
　ｙ3(t)ﾀﾞ＝八訣ｓl十ＢパノＯＳ十(βツくt･十硯)
　　犬　　　ダ　　　　犬　　上　：　ブ27)へ(29)
となる。十ここで第２項は正常振動を行う＼のに対=
して,第１項はＳ＞Oであるから十分に時間が経
過すれば，第1ﾚ項の運動が支配的となる√さら
に(271)一丿28)式のA19･ 一八2仁ういては,…………　　…
ご１　ニＡ.2上hk‘.(i＋k.?=λ＊)＋ヌ＊レ　　・‥
下（Ｔゲh (1+k･がドプgｙﾄ1＼……(30)
が成立する。 ま た (24)-(25)式よﾉﾉり:，
　＼ｙ１十λ＊･ｙ･2=s (y.十λ＊=ノ=い……… (31)
うに………=擢
するﾄたﾚめ]{
iﾔくo七なりうトる。し
;蓄積率ｇ/2は，時間
ける。
消費財部門の
雛よ宍うな分析
こす=るﾚだめに√均衡
41=真率ﾚの変化に対す
t＊yのとる値
･/るが,｢生
にともな
遺言ｿﾞまし失｣ﾄを明示的に考察
了了字……2/a ri)･.＊.･く０'･し･2/a〉ｒ，)･. ＊.･く０
よｿうヶよ万……1し………………………
宍系有用ﾉいてiこ生産財部
れ:のじ3変数間
くの運動をｘjとしＹ:の運動
レ√ﾚ=y/1すO=七するj)。X
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とＹ亡表された体系は, (24)-(26), (32)式を用
いて　　　　　　　一犬
　Ｘ＝。（ｈ／λ＊）（１十λ＊Ｘ）
　　　　×｛ｋ＊λ＊－（λ＊Ｘ十g*Y)}　(33)
　Ｙ＝（１－ｈＹ）（λ＊Ｘ十ｇ＊Ｙ＋1十ｇ＊／ｈ）
　　　　　　¬（λ＊＋1十ｇ＊／ｈ）　(34)
とかける。=また生産財部門の資本蓄積率恥と，
消費財部門の資本蓄積率恥の反転をI示すため
に，（24），（25），（32）式を用いて
　ｙ１／ｙ１＝ｈ（１十λ＊Ｘ十ｇ＊Ｙ）　　(35)
　ｙ２／ｙ１＝ｈ（ｋ＊十ｋ＊λ＊Ｘ－ｇ＊Ｙ／λ＊）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(36)
を考える。（33）－（36）の４式をＸ－Ｙ平面で表す
と，図１のようになる。　　　　　　　　づ
前述の丿11，［2］の結論は，ト
　ｙ1（O）十λ＊ｙ2づO）＞0
という初期値から出発してえたものである。こ
こでは，それをさらに限定し　　　　　　ト
　Yi (o)>o, yト(Ｏ)＞０
　ｙバo卜o√几(6)ｿｏ　十　　〕(37)
　ｙ3(O)＜0,｡沁(O)＜0
という初期値から出発したパスを考察する。こ
の初期値は，まず寸生産財部門の上方運動の反
転｣および｢消費財部門のゆきづまり｣の可能
性が小さいと思われるものである(yi(o)>o,
ｙ1(O)＞0，ｙ2(O)･＞0，ｙ2(O)＞O)。　ｙ3(O)＜
Oは, (26)式よりy1(O)＞ｙ2(O)となるから，
(23)式を考慮するとｇト(O)＞ｇノ(O)を意味す
る。したがづて初期の資本蓄積率について，生
産財部門が消費財部門を上回っている状態を示
す。ｙ3(O)＜Oについては, (23)式とλの定義
よりＫ２／Ｋ１＜λ＊が成立し，資本蓄積率だけで
はなぐ資本設備の存在量自体も，生産財部門が
消費財部門を相対的に上回っていることを意味
する。　　　　　　　：
　また｢生産財部門の資本蓄積率が上方乖離運
動から反転する｣ことを，｢(37)の初期値から出
発した点がｙ1(t)＜Oに転じる｣と定義しよう。
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つまり, y,/yi = oであるｈ線を通過するの
である(但し，ｙ１(ｔ)はｙ1(O)＞0，ｙ1(O)＞
Oから出発して，ｙ1(t)＞Oを維持するから，
ｙ1(t)＞Oが満たされる)。同様に丿消費財部
門の資本蓄積率がゆきづまる｣こｿとを，｢(37)の
初期値から出発した点がｙ2け)くOに転じる｣
と定義する。つまり，ｙ2／ｙ1＝0を示す12線を
通過するのである。
第三節　景気反転の可能性と結論
　では,(33卜(36)式と図１を用いていくつかの
パスについて考察を加え，｢消費財のゆきづま
り｣と｢生産財部門の反転｣の可能性について
検討しよう。
　　　●。　　　　　　　●　　・　●　Ｉ　　　　・まず図１中Qo点はχ＝OとＹ＝Oとの交点で
あるから，ｙ1とｙ2との比率を示すＸと，ｙ1と
y3との比率を示すＹとは一定値に止まる。第二
節で述べたように(24)－(26)式の体系は,十分に
時間が経過すれば,一般解(27)－(29)式の第１項
に支配され，　　　　　I. ｡･　　I
ｙ
ｌ
＝ Aie='
ｙ２７二Ａ２ est
ｙ３＝Ａ３ est
(38)
という運動に収束していく。このときｙlとｙ2
は(30)･,(38)式よ｡り，　　　　　　　　　　＼
ｙ２
-
ｙ１
一
一
Ａ２ k*h (1十ｋ＊λ＊）十ｇ＊
(39)
という関係を満たしながら同率で上昇する。そ
こでQo点においてＸのとる値を求めると
Ｘ
　ｙ
２
－
　一一　ｙ
１
k*h (1十ｋ＊λ＊）十ｇ＊
　ｈ（１十ｋ＊λ＊）＋ｇ
く1（40）
であるから，Qo点は正の固有値ｓで表された
(38)式による運動に対応する。このときQo点で
は(23)，(40)式より=　　十
ｇｌ＞ｇ２＞ｇ＊
が常に成立=し，生産財部門が消費財部門に比し
て拡大していることがわかる。
40
０
ド
Ｙ
P3
∩
p.
P2
Ｙ
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し
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11
１
２
∠Ｘ．＝０
y./y, =0
た。 満たす初期値から
(31)式まくりAi>0で
　･...･.･･‥･　...・●
①(40)式よりx=o七
或にあるはずである。
ﾉ図昔牛ｍ線のような
回……lずる=運動力l｢拒
いjるレ事実,ﾄQ1点
征√(:23)]式かち消費
で/いる○〉しかしＱ1
に/生産財部門,は消費
ず,………=÷･:方的に発展し
珂:のjゆきづまり」は，
i点の=よﾌﾟうに,しχ＜Oの
が,しQo点の場合は
↓巾のパスPo;
わ=かる≒よう｡に
が十分経過すれば，
)=とy1十万λ?:Ｘ/(o)＞0
;ﾉ………つ･
.･ま.･･り.･j･図/1上中13線
ﾌﾞれば,ﾚ=/Ｘ:と=
.
Ｙの運動
j………そこ:で√P 0! i^ i≫
yきﾉる:6……………=‥‥‥　‥‥j
≒ﾚ(o)√yよ(O)＞Oか
ｊ叫≫oであ奉から，
資本蓄積率は減少す
運動くを続=ける。その
はなく√生産財部
峠ら/Q6点ﾉに収束し
り/である6当初
に√資本蓄積率は上
??
??ヶしかしやが
＜Ｏとなり，
へ転･じるIことに
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なる。他方，生産財部門についてはｙl（t）＞
O力1維持されるから上方への乖離運動が続く。こ
うして，生産財部門と消費財部門の不均等発展
に伴う「消費財部門のゆきづまり」が確認され
る。しかし運動はいずれｙ2（t）＞Oの領域にも
どるから，消費財部門のゆきづまりは長続きし
ない。やがて両部門の資本蓄積率乱，92が，と
もに上昇する上方への累積過程に戻る。
　次に,生産財部門の資本蓄積率恥が減少に転
じる可能性について検討しよう。（37）の初期値
から出発して,生産財部門の資本蓄積率恥が減
少するためには，P2のパスのようにy1（Ｏ＝
Oを示す11線を通過すればよい。この可能性は
十分にある。これを示すために，点Q2（0,－1／
ｇ＊）を通過するパスの傾きを計算し，１,線の傾
きと比較してみよう。すると，
寸 )ｃ(且且
＝川飛し(ﾂﾞﾑｺﾞ＊川
となる。こめ値が負になるとき，Q2点を通過す
るパスの傾きがll線の傾きを下回り，図１中
P3のパスのようにｙ1くOの領域にはいる可能!
性がある。
　では生産財部門の資本蓄積率g1が,上方への
累積運動から反転する可能性が大きくなるの
は，如何なる場合であろうか。この可能性を考
える１つの目安と七て,Ｙ＝Oを示す曲線の形状
を考えよう。(37)の初期値から出発した場合，
図１と図２を比較すれば，図１の方が反転する
領域がひろい事がわかる。したがって，ＸこOと
Ｙ＝Oの交点におけるＸの値をＸ９で表すと，
(16)/(15)，(19)，(20)，(40)式より
Ｘ，
{f'(r*)<r,-l} r*f'(r')β十r*(<r,-r*)
　　{ｆ'(ｒ＊)β十ｒ＊∩両－ｒ＊)
となり，Ｘ９が大きいほど生産財部門の資本蓄積
率g1が反転する可能性が大きくなる。そして
ｘにっいて(21)，(22)式より，
∂Xq
-
∂β ((y1－ r＊
{f'け＊}/
ｋ＊－１
ｆ'(ｒ＊)β十ｒ＊ド
十ｒ＊}庫*(1－ε*)
　　似　（ぴ1- rツ{f'(r*)β十ｒ’
が言える。したがって
　　投資の反応係数βが小さい
２
〉0
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　　生産財部門の標準産出係数ぴIが大きい
ときに,生産財部門の資本蓄積率乱は上方への
累積運動から反転しやすくなる。但し，生産財
部門の資本蓄積率の減少は長続きせず，やがて
y1＞Oの領域に戻って再び上昇し始める。そ七
て十分時間が経過すれば，Qo点に収束してい
く。
　P2のような生産財部門の上方反転について，
注目すべきことは以下の通りである。図１から
わかるようにｙ1が正から負に転じるのは，y1，
ｙ2がともに正の時である（11線と12線の間の
領域）。したがって，生産財，消費財の両部門に
おいて資本蓄積率が共に上昇しているときに，
生産財部門の資本蓄積率が反転する可能性があ
る。よってこの場合，消費財部門がゆきづまり
にある状況下では，生産財部門が上方反転する
可能性はない。このときの反転は以下のメカニ
ズムで起こる。（10）式より生産財部門の稼働率
ＸＵよ，生産財，消費財両部門の資本蓄積率およ
び両部門間の比率に規定される。ここで資本蓄
積率については,生産財g1,消費財g2ともに上
昇するが，恥＞恥で生産財部門の拡大率が消
費財を上回る。したがって, (14)式より部門比
率λは減少している。よって消費財部門の資本
蓄積率g2の上昇にも関わらず,消費財部門の投
資需要が生産財部門の稼働率X,/o-,K,Sこ与え
る影響（１２／Ｋ１ニg2λ）は，マイナスに作用す
るかもしれない。そしてこの作用が，生産財部
門の投資需要が生産財部門の稼働率Xi/o-.K,
に与えるプラスの作用（１１／ＫＩ＝ｇｌ）を上回
ったとき,生産財部門の稼働率は減少し始める。
そして稼働率が1を下回ったとき,生産財部門で
の反転が生じるのである。
　本章で扱った二部門モデルの分析によって，
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　-
以下の結論をえた。
　　　『消費財部門の資本蓄積率恥が減少する
　｢消費財部門のゆきづまり｣は，一般的に生じ
　る可能性があるが，そのときでも生産財部門
　は一方的に上方への乖離運動を続ける。
　　生産財部門の資本蓄積率は，上方乖離運動
　から反転する可能性がある。その可能性は投
　資の反応係数βが小さいほど，生産財部門に
　おける正常稼働時の産出一資本係数cれが大
　きいほど，大きくなる。』
よって，投資の反応係数が小さくて，生産財部
門における正常稼働時の産出一資本係数が大き
いとき，生産財部門の資本蓄積率が一時的に減
少するが，やがて上方への乖離過程にはいり，
経済の不安定性は解消されない。
　　　　　（注）
　（1）このモデルは，置塩［16］第二章第五節によ
　　る。
　（2）両部門の供給関数ｘi＝f（ri）を同じ形状で
　　あると仮定し，ｘj＝1を満たす要求利潤率にっ
　　いてｒ1＊＝ｒ2＊である。
　（3）両部門の一時的均衡にっいての安定条件を
　　仮定すると, (21)式をえる。このとき，両部門
　　において利潤率と実質賃金率は逆行関係とな
　　り，需給一致式が有意味となる。
　（4）この結論については，置塩［16］第二章第五
　　節ｄ，ｅ項　p.136～142o　　‥
ケインズ理論と不安定性
第三章　不均衡を解消する経済
　前章では, Harrodの不安定性原理を生産財
と消費財の二部門モデルを用いて検討した。そ
の結果，生産財部門の資本蓄積率は一時的に減
少する可能性があるが，上方への乖離運動が支
配的であり，経済の不安定性は解消されないこ
とがわかった。本章では不安定性を緩和する要
因のうち，初期に存在する不均衡を収束させる
ものについて検討する。不均衡を収束させる要
因としては，　十
　（ａ）利子率の存在　　　∧
　（b）投資関数の性格＼
　（ｃ）技術代替の可能性
の三つをあげることができる。投資関数がいか
なる性格をもつかは, Harrodの不安定性にと
って重要な要因である。そこで本章では，まず
第一節でHarrodの想定したものとは異なる投
資関数を考え，不安定性が成立するか否かを検
討する。その結果，経済に失業が存在するとき
に失業率は一方的に拡大することなく，ある一
定値に収束することがわかる。したがってこの
投資態度のもとでは，経済に初期に存在する不
均衡は解消する傾向がある。
　第二節では,し生産要素の相対価格の変化によ
って技術条件が変更される可能性を考慮したと
き，経済体系の運動がいかに変化するかを検討
する。すると経済に初期に存在する不均衡は，
技術代替の存在によって解消される可能性があ
ることがわかる。そして乗数と資本蓄積率の反
応係数が小さく，期待実質賃金率の反応係数が
大きいとき，経済が安定的となる可能性が大と
なる
　第一節　投資関数の変更
　一般均衡論の欠点は, Harrodの指摘するよ
うに「一時的均衡」の枠組みで行われてきたこ
とである６より現実的な経済分析では，一時的
均衡において与件として扱われた「資本設備」
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などの経済量が，経済体系の内生変数として時
間を通じて変化する体系を検討するべきであ
る。つまり,し経済成長を考慮した通時的体系に
よって考察を行わねばならない。
トHicks[8]は第24,25章で，投資よる資本設備
の変化を考慮しか分析を行っている。しかし多
くの場合,｢資本設備の一回限りの変化が一時的
均衡の体系に如何なる変化をもたらすか｣とい
う問題設定である。これは, Harrodのいうよう
に静学に属する範囲であり，投資によって資本
設備が毎期毎期変化して経済がどういう経路を
とるか，という問題には答えていない。以下で
は，一時的均衡の枠組みを乗り越えた議論を検
討し，経済の安定性について考察する･。
　まず失業解消の可能性を検討するために，第
一部第一章での非自発的失業の定義を用いた分
析を行う。そして一時的均衡の枠組みを脱した
通時的体系のために，｢資本設備｣,寸潜在的な労
働供給量｣，｢貨幣存在量｣の増加を考慮ずる。
たとえば次のようなモデルである。
ｓＹ＝Ｉ‥
Ｍ＝丁け)ｐＹ
Ｎ(１＝Ｎｓ
ｌ＝ｇＫ　　　十
g = g (r)
Ｙ＝ｙ(ｗ／ｐ)Ｋ
Ｎ七･ｘ(ｗ／ｐ)Ｋ
Ｎｓ＝ｎ(ｗ／ｐｅ)Ｌ
ｐ９＝ｈ(ｐ－ｐｅ)
Ｌ＝『
Ｍ＝μ
Ｋ＝Ｉ　Ｉ
生産物市場
貨幣保有
労働市場
投資関数(1)
生産物の供給(2)
労働需要
労働供給(3)
生産物価格の期待形成(4)
潜在的労働供給の増加
貨幣存在量の増加‥
資本設備の増加
???
???????????
pe
Ｌ
Ｍ
Ｋ
　ｓ√ｐ，μ：定数, d 1/d r <0, d g/d r <0
　ｄｙ／ｄ（ｗ／ｐ）＜０，ｄｘ／．ｄ（ｗ／ｐ）＜０
　ｄｎ／ｄ（ｗ／ｐｅ）＞Ｏ　　　　　　　　　　（２）
この体系は
　ふ＝μ－『｛ｑ（ｍ，ｋト1ト窟{r(m, k)}
　£ = g Ir㈲，ｋ｝トμ　　　　･．　　　■■
　但し，ｍ＝Ｍ／ｐｅＫ，ｋ＝Ｋ／Ｌ，ｑ＝ｐ／ｐｅ
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決末ｹり↓＼今期の投資
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こないふ∧しかしこの最
E成長経路｣ﾉにおいで
名生産設備が毎
でおるj。＼つまり，
√企業が最適とﾚ考えこる設
∧保証成長率は
の成長経路を求
プいで明示的な
決定する:資本蓄
率によって異な
]＼◇………:　　　:(3)
篇内稼働状況(ｙ一
迄に対する比率(資
yくる⊇現実め産出係
ケインズ と不安定性（越智）
数ｙは実質賃金率Ｒの減少関数であるから，資
本蓄積率ｇが増加すると有効需要が増大し，価
格が上昇して実質賃金率Ｒは低下する。いま好
況で設備の稼働水準が高い(ｙ＞ｸﾞ)ときには，
現実の資本蓄積率ｇは保証成長率ｇ。を上回り
資本蓄積率は上昇する。すると設備の稼働水準
はさらに上昇し，現実成長率と保証成長率の格
差は一方的に拡大する。これがHarrodの｢不安
定性原理｣である(3)。ところが資本蓄積率ｇが一
方的に増加するとき，現行の実質賃金率Ｒは一
方的に減少し労働は相対的に安価になってい
る。このとき企業家がより労働集約的な技術に
移行し，したがって正常な稼働水準(yを高める
という選択を行うことは充分に考えうる。もし
(yが上昇するなら保証成長率ｇ。も上昇し,現実
成長率ｇを追い抜いて下降過程へ反転する可能
性が生じるかもしれない。これについて検討す
ることが本節の目的である。
　このため，企業の技術選択と稼働水準の２つ
の決定について考える必要がある。従来，この
二つは区別されず，単一の生産関数のもとでの
同一の企業選択として扱われていた。そこで本
節では置塩[17]にしたがって，これを分離し
て考える。そこで生産関数を技術関数と稼働関
数の二つに区別し，技術選択は期待実質賃金率
Ｒｅと技術関数で,稼働水準の決定は現行実質賃
金率Ｒと稼働関数で行うと考える。
　生産活動にはいる前に，企業はまず生産技術
に関する選択を行う。｢技術関数｣は企業にとっ
て選択可能な技術の集合である。投入係数ｘｅ＝
Ｎ／Ｋ，産出係数(y=Y/Kの関係として(但
し，Ｎ：雇用量)。
　びニＦ-(ｘｅ),I F'>0, F″＜0
とかく。企業が実質賃金率がＲｅであると予想し
たとき，企業はこの技術関数のもとで，予想利
潤率(y－Ｒｅｘｅを最大にするように投入係数
ｘｅ，したがって産出係数びを選ぶ(図１参照)。
すると
　(y＝び(Ｒｅ)，び'＜0
となり，予想実質賃金率Ｒｅが上昇すると，労働
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の投入比率ｘｅおよび産出係数(ｙか低い技術が
採用されるのである。
　実質賃金率に関する企業の予想があたれば，
技術選択によって選んだ技術で生産するのが最
も有利である。しかし企業が実際の生産をする
にあたり，予想した実質賃金率が現実に成立す
るとはかぎらない。実質賃金率の予想がはずれ
たとき,企業は如何なる行動をとるであろうか。
このとき,技術選択によって選んだ技術ｘｅのも
とで現実に生産すると，もちろん生産の効率は
技術関数に比して低下するはずである。これが
｢稼働関数｣であり，現実の投入係数ｘ，現実の
産出係数ｙとして
ｙ＝ｆ(ｘ，ｘｅ)，ｆｉ=＝∂ｙ／∂ｘ＞０
　　　　　　　　　ｆ１１＝∂２ｙ／∂ｘ２＜０
　　　　　　　　　仁2＝∂2ｙ／∂ｘ∂ｘｅ＞0
とかける。市場で決まる現実の実質賃金率がＲ
のとき，企業は所与の生産設備Ｋと稼働関数の
制約下で利潤を最大にするように，現実の投入
係数ｘ，したがって現実の産出係数ｙを選ぶと
する(図１参照)。このとき
　ｙ＝＝ｙ(Ｒ，Ｒｅ)，∂ｙ／∂Ｒ＜０
　　　　　　　　　　∂ｙ／∂Ｒｅ＜０
　　　　　　　　　　(ｘ＝ｘｅにおける変化)
となり，予想実質賃金率Ｒｅが一定のもとでは，
現実の実質賃金率Ｒが上昇すると，企業は現実
の産出係数ｙを引き下げるのである。また，現
実の実質賃金率Ｒが一定のもとでは，実質賃金
率の上昇を予想すると産出係数の低い技術を選
択し,現実の産出係数ｙも引芦下げるのである。
　以上のように稼働率の決定と技術選択を想定
すると，現実の成長率はｇ＝ｓ ｙ，保証成長率
はｇ。＝ｓびとなり両者の区別は明確となる。
なお技術関数Ｆと稼働関数ｆとの間には，
　Ｆ(ｘｅ)＝＝ｆ(ｘｅ，ｘｅ)
　Ｆ'(ｘｅ)＝ｆ１(ｘｅ，ｘｅ)
なる関係がある(次ページの図参照)。
　現実の実質賃金率は財の需給一致式
ｙど y
ｙ
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　　　　　への不均衡の状態
　　　　　　ｇｏ午ﾕ2238ﾄ…………j万
　　　　　　Ｒ‰≠卜　　し……=‥‥‥　　　‥‥
　　　　　から出発：させよヶ。すると運動経路は
　　　　　　go = 122372…………:　　　犬
Ｘ
Ｘ
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を満たすように決まるから，
　Ｒ＝Ｒ（ｇ，Ｒｅ），　∂Ｒ／∂ｇ＜０
　　　　　　　　　　　　∂Ｒ／∂Ｒｅ＜０
となる。つまり資本蓄積率ｇが増加すると，需
要増加により価格が上昇して実質賃金率Ｒは低
下する。また個別企業が実質賃金率の上昇を予
想し労働節約的な技術を採用すると，市場では
総供給が減少するから価格が上昇し，予想に反
して実質賃金率Ｒは低下するのである。
　さらに実質賃金率の期待形成を
　ＲｅtＨニＲｅt十β（Ｒt－ R^),　β＞O　（4）
としよう。つまり実質賃金率の現実値が予想値
を上回ったとき，予想実質賃金率を上昇させる
という適応的な期待形成である。
　以上の定式を用いて経済の通時的な運行を考
察しよう。ここでは関数形を具体化し，数値計
算を行う。技術関数と生産関数は，
　（ｙ＝Ａ（ｘｅ）“
　ｙ＝Ａ ＸＩ一Ｂ （ｘ－ｘｅ）２
と定式化する。たとえばパラメーターの数値を
　Ａ＝10，Ｂ＝｡00001, aニ｡8
　α= .001,β＝｡05，s＝｡3
としよう。体系の均衡点は無数にあるが，その
うち１つは　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｊ
　Ｒｅｏ＝1.00104………
　Ro＝/L√00104〉才……,j=11　　　………
のような新たな均衡点に達し，初期の不均衡は
解消される。そし=でこの傾向は，貯蓄率ｓと期
待実質賃金率･:R・ﾉの反応係数βが大で，資本蓄
積率ｇの反応係数αが小さいときに生じる傾
向が大である。……ﾚ,ﾚ｡　･｡　　･｡･　　　　･｡
∧この結果の経済的過程を説明しよう。いま不
況で設備が過剰であり，現実の産出係数が正常
値を下回ぐうている才としよう。蓄積行動を示す(3)
式より:資本蓄積率ﾉ=ｇは低下するからに有効需要
の減少によって現実の産出係数は低下する。こ
こで技術選択を考ﾚえない場合には，正常産出係
数は一定であ:るかち現実の産出係数とその正常
値の乖離はさらに広がり,経済は不安定となる。
しかし実質賃金率の上昇に直面して,企業が(4)
式のように実質賃金率がさらに上昇すると予想
すれば(つまり，労働が相対的に高価になると
約的な技術が採用され正常
る。こめとき産出係数の現
実値ｙと正常値,ｙの乖離は縮小する可能性が
ある。つ来り=，この期待形成のもとではｇとｇ。
の乖離は縮小ずるｹﾞのである。そして乗数(１／ｓ)
と蓄積率〕ｇの反応係数αが小さく，期待実質賃
金率Ｒｻのj反応係数]βﾉが大方いとき，経済が安
定的となる可能性が大となる。
　　　(注）=………J………=……………
剛本節の議論は√神戸大学経済経営研究所の下
　村耕嗣助教授との共同研究による定式をもと
　に展開したものである。　。･
第四章　不均衡を反転させる経済
　前章ではHarrodの不安定性を緩和する要因
のうち，初期に存在する不均衡を収束させるも
のについて, Harrodとは異なる投資関数を想
定した場合と√技術代替の可能性を考慮した場
合の二点について検討した。そして経済に初期
に存在する不均衡は，解消する可能性が十分に
あることがわかった○　･。　　　　　　　。。　■
　本章では, Harrodの不安定性を緩和する要
因のうち，一方的発散過程を反転させるものに
ついて検討する。ここで考えた要因は，生産物
市場と労働市場でともに不均衡が存在する場合
に，貨幣賃金率が労働市場の不均衡に応じて変
化するというごとである。そ七ていったん生じ
た上方への乖離が，下方への運動に反転される
可能性があることがわかった。その可能性は，
労働市場での反応が生産物市場に比べて強く，
乗数過程が弱く，企業の投資意欲が弱く，標準
資本係数が高く，労働供給の成長率が小さいと
きに大となる。　　　　　　　　　　　　＜
第一節　賃金率の運動と景気の上方反転
　資本制経済は，価格機構の作用により常に均
衡を達成するのではなく，不均衡を累積させる
諸力が働き，それを同方向に拡大させる傾向を
持つ。しかし資本制経済が歴史上の一段階とし
て持続するかぎり，何らかの負のフィードバッ
ク・メカニズムが存在し，不均衡の累積過程は
いずれ反転しなければならない。こうして好不
況の波を繰り返す景気の循環運動が生じる。
　上方への累積過程に作用する負のフィードバ
ックとして「恐慌」現象がある。これに関する
研究はマルクス派に負うところが大であり，主
に次の２つの主張をあげることができる。
　　田　商品過剰説（過少消費説）
　丿2］資本過剰説　　　　　　　　　　　十
田め説は，「生産と消費のギャップ」および「生
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の原因とするものであり，これまで多くの分析
がなされている。そこで本章では，［2卜の説に
する「恐慌」（景気の上方反転）の可能性がある
かどうかを検討する。　十
　「資本過剰説」の骨子は次の通りである。蓄
積の進行により産業予備軍が吸収され（失業率
の低下）,労働市場が逼迫することにより貨幣賃
金率が上昇する。それにともない実質賃金率が
上昇して利潤率の低下を招き‥，資本家の蓄積意
欲が減退して，経済は一般的過剰生産に陥る。
　この推論の問題点は,下貨幣賃金率の上昇が必
ず実質賃金率を上昇させるか」，ということであ
る。実質賃金率は定義より，　　上
実質賃金率＝貨幣賃金率／生産物価格　巾
とかけるから，たとえ貨幣賃金率が上昇しても
生産物価格がそれ以上に上昇すれば，実質賃金
率は逆に低下する。そして蓄積行動が利潤率の
増加関数であるとすると，蓄積は一方的に拡大
し上方への累積過程は逆転されずどこまでも続
く。はたしてそうであろうか。
　この点を明らかにするには，貨幣賃金率およ
び生産物価格の決定メカニズムを与え，実質賃
金率の運動を定式化する必要がある。第二節で
はこの作業をまず行い，第三節で通時的な経済
の運動を表記したコンプリートなモデルを提示
し,j景気の上方反転の可能性を検討する。
第二節　実質賃金率の運動
　生産物価格は生産物市場で，貨幣賃金率は労
働市場で決まるものであるから，まず第一に両
市場における需給関数を与えなければならな
い(1)。そこで決定的な役割を果たすのが,生産物
の供給者であり労働の需要者である企業の行動
である。企業の行う決定はおよそ次の３つにま
とめることができる。　　　　　＼
　(Ａ)技術に関する決定
　個生産・雇用水準の決定上
　(Ｃ)蓄積に関する決定
産財部門と消費財部門の不均等発展」を「恐慌」　まず, (A)の技術については以下のような想定を
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う(3)。よって
　Ｉ＝Ｋ　　　　　　　　　　　　＼　　　　ト(10)
が成立する。なお，労働供給Ｎｓの成長率は一定
とし，　　　　　■　■　　　　　　　　■　・　　　　　■
　印＝i，　　　　　　　　　　十(11)
とかける。さらにｇ＝Ｉ／Ｋであるから，ｚ＝
Ｎｓ／Ｋと(10). (11)式より，
　z =v- e　　　　　　　　　　　　　　　(12)
をえる。ごうして(8), (9), (12)式よりＲ，･ｇ
ｚの３つの変数の運動が決まる。
　第三節　景気反転の条件と結論
　我々の検討すべき問題は，経済が均衡経路か
ら上方に乖離したとき，不均衡の累積過程を経
た後に下方への運動に逆転されるか否かであっ
た。こめ命題を第二節で得られた微分方程式体
系
　喰＝β{ｘ(Ｒ)－ｚ}－α[ｇ－Ｓｆ{／ｘ･(Ｒ)澗
　ｇ＝ｈ[ｆ{．ｘ(Ｒ)}－ｙ＊]　　ニ
　Ｚ＝柚－ｇ)ｚ　　　　　(13-1)～(13-3)
を用いて表現レよう。まず，この体系の性格を
はっきりさせるために，βニOつまり貨幣賃金率
が労働市場の超過需要に反応せず一定である場
合について考えよう。すると体系は，
　Ｒ=＝α[s f {x (R)}-g]
　ｇ＝ｈ[ト{ｘ十(Ｒ)}－ｙ＊]
　ｚ＝(ｐ－ｇ)　ｚ　　　　　　　　(13-1')～(13-3')
となる。この体系は(13-Γ)，(13-2')の二式だけ
で実質賃金率Ｒと資本蓄積率ｇが規定さ,れ，不
均衡が一方的に累積する不安定な運動をする。
労働供給･:資本比率ｚは，資本蓄積率ｇと労働
供給の成長率1･の大小に応じて運動するだけ
で,他の二式に全く影響を与えない。この場合，
不均衡の累積は反転することはない。　　ト
　この体系の均衡点(Ｒ＊，ｇ＊，ｚ＊)は，Ｒ＝
ｇ＝ｚニ召Oを満たす点であるから，グ
β
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｛ｘ（Ｒ．）－ｚ｝＝α［g- s f {x (R)}］
ｆ｛
ｇ＝
Ｘ（Ｒ･)}=y*
(14-1ト(14-3)
から決まる。さらにこの均衡点からの乖離を
X = R-R*
Ｙ＝ｇ一ｇ＊
Ｚ＝ｚ－ｚ＊
(15)
とし,ｽ(13-1)～(13-3)の体系を均衡点の周りで
線形近似すると，
R*x' (β十α台寸）
　　　Ｒ＊ｈｘ’
　　　　０
??????? 」
「??。???
???? ??????
となる。ト　　　　　　　　　し　　　　　　●･
　ここでは，上方における反転の目安を資本蓄
積率の運動に求めるどしようレすると我々の課
題は，TY(O)＞OドＹ(O)＞Oから出発した点が
Ｙ＝O平面を通過するか？｣となる。また(16)式
よりこＹ＝O平面を通過するときには√Ｙ＞Oのま
まで必ずＸの符号は負から正に変化するから，
｢Ｘ／Ｙが負から正に移動する｣と言つてもよ
い。したがうて(16)式から，Ｘ／ＹとＺ／Ｙの
運動を求めることにより√資本蓄積率ｇの上方
での反転の可能性を探ることができる。つまり，
　(Ｘ／Ｙ)＝－Ｒ＊β(Ｚ／Ｙ)－Ｒ＊ｈ ｘ'(Ｘ／Ｙ)卜し
R*x' (β十αｓＲ・)(Ｘ／Ｙ)ＴＲ臨(17)
ニ(2ｿＹ)＝－Ｒ＊ｈ ｘ'ﾆ(Ｘ／Ｙ)･(ＺノＹ)－ｚ（
である。この体系の運動は２つの場合に分ける
ことができ，　／　　　　　　　ト
　(ｲ)(Ｘ／Ｙ)＝Ｏと(Ｚ／Ｙ)＝Ｏの交点が３つ
　　　　　　　(接する場合は，交点が２う)(4)
　(ロト(Ｘ／Ｙ)＝Ｏと(Ｚ／Ｙ)＝Ｏの交点が１つ
(ｲ)は図２に，(ロ)は図３に対応する。
　(ｲ)の場合，資本蓄積率ｇが上方反転するよう
な領域は確かに存在する。しかし図２の斜線部
分に限られ，Ｘ／Ｙが負である残りの領域は点
Ａに収束していき, X, Y, Zはある直線に沿
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=ｇは無条件に反
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ﾀラレメトターは，以下
き……る･.･6:･.こ=.･=れらがIどうい
9積率額しは反転しやす
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X/Y
し　　　犬　　　　……図･3 ･=………………ト
　そこで(17)の体系が上述の(ロ)である犬めの条
件を出し，＼そのこ経済的な含意を検討してみよ
う(6)。(17)式は√犬　＼　　　………万一。　･一
万４ (β㈲a S R*)∧ZツケＲｸ=h＼が………:　1………=
を満かすれﾉきに，図３のようﾉにﾉﾄ点だけの交点
を持つ(7)。トこれは，１　十……:　‥‥‥‥:　＼＼　………
仁CX/）,･∧ｙ＊
万分小さ＼ぐてε:が大
。………ざら1にε旧:ｚ＊と
/いときに大となる。･
る値であくるから，ｙ’
紅ばな,らなﾚい。した
わ通ﾚりﾚである。し
勿価格七貨幣賃金率
于↑j場の需給関係に反
な累積運動をもたら
てトも↓∧いｿうしたん生じ
問ﾉの累積過程を経た
ｶﾞﾚれる場合がある。
に人々め行動および
;がﾌ,ﾚﾚ･:生産物市場に
yにおいて強い。　ノ
：乗数過程が弱い。
i調であるよ<………
Fの標準的な資本係
ケインズ
数が高く，現実の資本係数が同じでも決意
する資本蓄積率が低い。
（5）人々が供給しようとする労働力の成長
率が小さい。　　　　　　　　　　　　ト
(注)
（1）本章のモデルの定式化は，基本的には　　∧
　置塩三16］第一章第二節にようている。
(2) putty-putty型の生産関数である。
（3）本章でのモデルは生産物市場での不均衡が
状態である。通常は，貯蓄分ＳＱだけが資本の
　追加となり√投資計画は必ずしも実現せず需給
　ギャップは，在庫の調整で埋め合わせるという
　想定を置く。
(4) 1実根と重根で交点が２つの場合も，交点が
　３つの場合と性質は同じである。
（５）Ｘ－Ｙ－Ｚ空間における　　　　十
ＹニＡのＺ
ｸ
Ｙ座標
と不安定性（越智） 51
　　　χ
ＡのＸ／Ｙ座標
　で示される直線である。
　(6)ト[2]の場合で１実根と共役複索根をもうため
の条件は,バ16)式の線形近似体系が１実根(負
　　根卜と共役複素根(実部が負)の因有根をもつ
　　ための条件と同値である。
(7) 3次方程式の解の判別式Ｄは，
　＼　　.Ｄ＝AIXLR＊hα2-4(β十４･sR＊)βz＊]
　　　　十Ａよ[Ｒ＊hα2-18／4･(β十αs･R')β.z,＊]
　＼　　一心×27h (βz＊卜
　　　Ａブ0,いA2〉0, A3〉0
よって第一項の括弧内が負ならばＤくO。
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　　尚結し章ﾆ　…………＝j　lj……………
本論の課題は丿資本制経済が価格機能の作用：
により不均衡を解消して順調に発腰しうるか」ト
というごとであらだ。＼こﾚの=問題についてはjAレ
スミスの「見えざる手」以来,＼多ぐの議論がさ士
れている。一方寸は√「価格機能の作用によﾉり失＼
業は解消し,十経済は調和的に発展仁うる」=とい
う主張がある。これに対して決定的な批判を行………j
つたのは=ぺKeynesである:。KeynesはJ=｢貨幣賃金…………ﾛ
率を含めて価格調整作用が十分であっても解消……=が
しない非自発的失業が存在する｣と主張しか。∧……=ぐｵ
特に，貨幣賃金率の変化による失業解消の可能……しP'
性については否定的な見解ﾉを持う･でいた6　　…　…=|之
　Keynesの定義したT完全雇用｣および｢井自六十｣り
発的失粟上は次のような=ものである。し労働者が………７
予想する生産物価格が今期の現実の価格としてレ＼ri
実現するどきに壮√労働者の要求:は満たされ経…………
済は丁完全雇用｣の状態となる。＼したがうて[非
自発的失業]〉は,=|今期の現実め価格が労働者の
予想よりも低いときに生jじるにの寸非自発的
失業｣臨▽労働者の予想価格が改訂されないか
ぎり/，必然的に生じる/ものであるよしかし予想
価格と現実の価格が一致しないときに,犬時間=を
通じて価格予想の改訂を行ヶごとが考えられ
る。これを考慮すると√｢非‥自発的失業｣の存在
は一時的なものとなり√時間の経過どともに失
業jは解消され経済は完全雇用の状態に向かヶよ
でぱ, Keynesくは如何なる根拠で,貨幣賃金率の
変化によって失業が解消する可能性を否定した
のだろうか？この議論を行う上で，注意すべき
ことは次の二点である。　　　　　　十　　し
万り……完･全.雇用の実現は
の強調した点は
[=して非弾力的
y合にﾚは,十たとえ失業
5下してﾚ仏白……諸商品の
に企業が雇用を拡大
ないjその原
が貨幣賃金率
する可能性に
|は=,∧民間部
｀jあﾚる。　▽
伺次的な行
丿可能性はど
トKeynesを
(Ａ)均衡において完全雇用が実現されるが,ト
　　完全雇用沈)均衡解の存在問題　＝1万∧‥‥‥
　(Ｂ)均衡解に向かうかという/安定性の問題犬
特に(Ａ)の完全雇用解の存在についでは, Keynes
だけでなく多くの論者が分析を行ってノいるレ民
間部門と貨幣当局が，今期の利子率二定のもと
で，今期の諸商品の価格が同率で上昇したとき上
に行動を変化させなこい場合ぺ同次的な行動卜に･･
こを述ぺて卜]るノその主
÷定万のもﾚと=で諸商品の
に,……=……労II動以外の諸商
ごる＼としきには，
れ1るﾚどﾉころ:か拡大
片伸縮的に変化七，
局が非同次的な行
用が実現しない場
i済の十時的均衡を
こ=で㈲を考慮して，
ﾝﾌﾟ九牛デルを考える
1全雇層を実現する
らyj･＼企宍粟家四予想形
t/には√現実の経済
と運動jをする丁七だ
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がって初期に失業が存在する場合には，完全雇
用に向かうどころか失業は一方的に拡大する。
つまり, Keynesの貨幣賃金率の変化による失
業解消の可能性についての悲観的な見解は，こ
の通時的な体系の分析によって補強されるので
ある。
　第一部の分析は，｢一時的均衡｣に重点が置か
れた点で不完全である。したがって，一時的均
衡において与件として扱われた経済量(資本設
備，嗜好)が，経済体系の内生変数として時間
を通じて変化するモデルを考えねばならない。
とくに，資本主義にとって常態である経済成長
を考慮する必要かおる。そこで第二部ではレ
Harrodの理論をもとに経済成長と資本蓄積を
考慮した通時的体系を検討した。
　経済が好況で資本が不足しているときは，投
資需要の増大により現実の生産の成長率が増加
するから，資本の不足は解消されるどころか拡
大する。よって現実の生産の成長率は一方的に
増加する。これがHarrodの｢不安定性原理｣で
ある。この原理は，生産財と消費財の二部門モ
デルで考えても大きな変更点はない。投資の反
応係数が小さく，生産財部門における正常稼働
時の産出一資本係数が大きいほど，生産財部門
の資本蓄積率は一時的に減少する可能性がある
が，やがて上方への乖離運動にはいり経済の不
安定性は解消されない。
　Harrodは，この｢不安定性原理｣が経済を動
かす根本的な要因であり，利子率や貨幣賃金率
の変化，または技術代替の可能性を考慮しても
不安定性は依然成立すると主張している。果し
てそうだろうか。不安定性を緩和すると考えら
れる要因は
(ａ)不安定性の累積度を小さくする要因
(b)初期の不均衡を収束させる要因
㈲一方的発散過程を反転させる要因
の三つに分類できるが，それぞれについて検討
すると以下のようになる。=㈲については，標準
的資本係数，乗数，投資関数の反応係数が小さ
いときに不安定性の累積度（発散度）が小さく
なる。
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　Harrodの不安定性にとって，投資関数の性
格は重要な要因である。したがって(b)について
は,まずHarrodとは異なる投資関数を考え,不
安定性が成立するか否かを検討した。このとき
経済は，失業率一定の均衡に収束することがわ
かる。次に生産要素の相対価格の変化に応じた
技術代替の可能性を考慮すると，経済に初期に
存在する不均衡が解消される可能性が生じる。
この可能性は乗数と資本蓄積率の反応係数が小
さく，期待実質賃金率の反応係数が大きいとき
に大となる。(ｃ)については，生産物市場と労働
市場でともに不均衡が存在する場合に，貨幣賃
金率が労働市場の不均衡に応じて変化するとい
う要因を考慮した。そして初期に存在した上方
への不均衡が，下方への運動に反転される可能
性があることがわかった。その可能性は労働市
場での反応が生産物市場に比べて強く，乗数過
程が弱く，企業の投資意欲が弱く，標準資本係
数が高く，労働供給の成長率が小さいときに大
となる。
　したがって以上の三点については, Harrod
の不安定性が緩和される可能性は十分にあるこ
とがわかる。こうして経済の発展は必ずしも順
調ではなく，不安定性をはらみっつ一方的な発
展するが，それはやがて反転するという景気循
環の運動を行う可能性が大である。以上が本論
の結論である。
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